




 

は じ め に 

 
平成 22 年３月 22 日、七宝町、美和町、甚目寺町の合併によ

り、あま市が誕生して以来、これまで合併時に策定した「新市

基本計画」や私の公約をベースとして重点的な施策の方向性や

スケジュールを網羅した「まちづくりロードマップ」などに基

づき、市民の皆様との「共創」によるまちづくりに取り組んでまい

りました。 

今、国内では地方分権をはじめとする様々な改革が進められ、地方自治体を取り

巻く環境は大きく変化しています。また、少子高齢化の進行、安全・安心な社会の

構築など、取り組むべき課題に柔軟に対応していかなければなりません。 

こうした状況の中、あま市では時代に即した的確な対応が求められるとともに、

効果的で効率的な行財政運営のもと、特色ある地域づくりを進めていくことが重要

であると考えております。 

今回策定しました第１次あま市総合計画は、あま市の今後 10 年間のまちづくり

の指針として、『人・歴史・自然が綾なす セーフティー共創都市“あま”』を将来

像に掲げ、地域の力を結集する「パートナーシップ」、人と人との「絆」、様々な主

体の「交流と連携」を大切にしたまちづくりを進めていくことを柱としています。 

計画の策定にあたりましては、「総合計画審議会」でのご議論はもちろん、公募

委員を含めた「総合計画策定市民会議」を設置し、ワークショップ手法によって意

見やアイデアを出し合いながら、検討を重ねられ答申をいただきました。また、市

民意向調査、パブリックコメントの実施など広く、市民の皆様のご意見を頂戴しな

がら策定を進めてまいりました。 

今後、この総合計画を、あま市の行政運営の指針として、本市の持つ特性や強み

を最大限に活かしながら、将来像の実現に向けた施策を着実に推進していくととも

に、市民の皆様と一体となって地域づくりを進めてまいりたいと考えております。

なにとぞ、ご理解、ご協力を賜りますようお願いいたします。 

結びに、本計画の策定にあたりまして、ご尽力をいただきました総合計画審議会

並びに総合計画策定市民会議の委員の皆様をはじめ、市民意向調査、パブリックコ

メントなどで貴重なご意見、ご提言をいただきました多くの市民の皆様に心から感

謝を申し上げます。 

 

平成 24 年３月 

あま市長 村上 浩司 
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第１章 総合計画の策定にあたって 
 

１ 計画策定の背景と意義 
  

あま市は、七宝町、美和町、甚目寺町の３町が平成 22 年３月 22 日に合

併して、誕生しました。平成 21 年度の合併時には、３町がそれぞれ抱える

主要な政策課題を、新市全体の視点から改めて検討し、地域の独自性・自

主性を尊重しながら総合的かつ効果的なまちづくりを目指した、新市基本

計画を策定しました。 

新市基本計画策定から２年余りが経過し、人口減少・少子高齢化は進行

し、急激な円高は企業活動や雇用情勢に暗い影を落としています。崩壊の

危機に瀕
ひ ん

した地域医療は、その再生の取り組みが注目されています。また、

平成 23 年３月に発生した東日本大震災は、地震防災対策の見直しを迫り、

私たちのライフスタイルにも影響を与えています。こうした中、医療・福

祉の充実、雇用の安定、防災対策の見直しなど、更なる安全・安心な社会

の確保に向けて、市民ニーズも多様化しています。 

一方で、地方公共団体の財政状況は厳しい状況が続いており、これから

は経営的視点の中で、限られた行政資源の効率的・効果的な活用が重要と

なっています。 

このような状況を踏まえ、地域の現状や必要性を把握した上で施策を的

確に選択し、持続可能な行政運営の観点を取り入れた実効性の高い総合計

画を策定する必要があります。また、多種多様な市民ニーズに対応してい

くために、市民と行政が同じ目標を共有し、協働によるまちづくりを進め

る必要があります。 

こうしたことから、あま市の様々な歴史的・文化的資源をはじめとする

地域資源を活用し、市民との協働により個性的で夢のあるまちづくりを進

めるため、合併時に作成した新市基本計画を基本に、今後のあま市のあら

ゆる分野のまちづくりの方向性と具体的な施策を定めたものとしてあま市

総合計画を策定します。 
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２ 計画策定の方向性 
 

（１）市民や多様な主体との協働を目指す総合計画 

    少子化や単身者世帯の増加など社会構造が大きく変化する中で、多種多

様な市民ニーズに対応していくためには、行政だけでなく、市民、市民活

動団体、事業者など様々な主体が、公共の領域を担う当事者としてパート

ナーシップ関係を構築し、それぞれが役割を担うことで、公共サービスを

更に充実させていかなければなりません。今回の総合計画はこうした施策

の充実を目指す計画とします。 

 

（２）行政経営の観点を取り入れた実効性のある総合計画 

    依然として厳しい経済状況にあって、今後大幅な税収の増加は見込めま

せん。一方、高齢化の進展などにより社会保障関係費などの継続的な増加

が想定され、また、既存の公共施設などの維持管理経費や更新経費の増高

も見込まれます。 

このような厳しい財政状況の中では、持続可能な行政経営の観点を取り

入れ、財源（予算）配分との整合性を図り、重点を明確にしたメリハリの

ある実効性の高い総合計画とします。 

 

（３）市民に分かりやすい総合計画 

    施策毎に、成果指標を導入し、まちづくりの目標値を具体的に示すとと

もに、進捗状況の評価が可能な総合計画とします。 

    また、市民に親しみやすく、簡素で分かりやすい表現を用いた総合計画

とします。 
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３ 計画の期間と構成 
 

あま市総合計画は、「基本構想」、「基本計画」および「実施計画」から構

成されます。それぞれの役割と計画期間は次のとおりです。 

 
【基本構想】 

■ まちづくりの理念と目指すべき将来像、それを実現するための基本目標や

施策の大綱を定めます。 

■ 10 年先を見据えて計画します。 

 

【基本計画】 

■ 基本構想を実現するための分野ごとの基本方針や、主要な施策、達成すべ

き目標を定めます。 

■ 10 年間の計画とし､５年を目途に見直しを行います。 

 

【実施計画】 

■ 基本計画で定めた施策について、行財政などに配慮しつつ、具体的な事業

実施を示します。 

■ ４年間の目標の計画として、毎年見直しを行うこととし、27 年度に次期

実施計画（４年間）の策定を行うこととします。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平

成

24

年

度

基本構想（10 年間） 

基本計画（５年を目途に見直し） 

          
実 施 計 画 （ ４ 年 間 の 実 施 計 画 で 毎 年 見 直 し ） 

[目標] 

平成 33 年度 [初年度] 

24 年度から 27 年度 

27 年度から 30 年度 

30 年度から 33 年度 
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１ 位置・地勢及び人口 
 
     あま市は、愛知県西部に位置し、南東部は名古屋市と大治町、北部は稲

沢市、東部は清須市、西部は津島市及び愛西市、南部は蟹江町にそれぞれ

接しており、面積は 27.59 ㎢となっています。 

地層としては、木曽川水系や庄内川水系によって形成された沖積層が厚

く、肥沃な土壌となっています。一方で、軟弱な地盤のため、地震発生時

の危険性が高い地域であるとも言えます。地勢としては、市域は海抜ゼロ

メートル地帯を多く含み、広大な平坦地に河川・水路が広がり、田園風景

など自然景観に恵まれています。 

 平成 24 年１月１日現在の人口は 88,055 人、世帯数は 34,062 世帯であ

ります。 

 
 

 
あま市 

大治町 

名古屋市 
蟹江町 

愛西市 

津島市 

稲沢市 

清須市
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２ 沿革 
  

あま市は、七宝町、美和町、甚目寺町の歴史ある３つの町が合併して生

まれたまちです。 

 旧七宝町は江戸時代末期からの地場産業である七宝焼（尾張七宝）で全

国的に有名です。明治 39 年（1906 年）に３つの村が合併して七宝村とな

り、昭和 41 年（1966 年）に町制が施行され七宝町となりました。 

 旧美和町は、蜂須賀小六、福島正則など、戦国時代に活躍した武将を数

多く輩出しています。明治 39 年（1906 年）に３つの村が合併して美和村

となり、昭和 33 年（1958 年）に町制が施行され美和町となりました。 

 旧甚目寺町は、町名の由来でもある甚目寺観音（鳳凰山甚目寺）や、漬

物まつり（香の物祭）で知られる萱津神社など古くからの社寺が多く現存

しています。明治 39 年（1906 年）に７つの村が合併して甚目寺村となり、

昭和７年（1932 年）に町制が施行され甚目寺町となりました。この間、明

治 43 年（1910 年）には廻間地区が清洲町（現清須市）に編入され、また、

昭和 18 年（1943 年）には土田・上条地区が清洲町に編入されました。 

 近年、わが国の地方自治体を支える制度的枠組みは、転換期を迎えてお

り市町村合併を始めとする地方分権の進展と国による三位一体の改革が進

められています。それに伴い、地方自治体の果たすべき役割は大きくなり、

地方自治体自らの責任と裁量で、まちづくりを進めることが求められてい

ます。 

このような背景を基に、平成 21 年４月に合併協議会を設置し、平成 21

年 10 月の旧３町の各議会において、廃置分合をはじめとする合併関連議案

が可決され、愛知県知事への合併申請後、平成 22 年３月 22 日に「あま市」

が誕生しました。 
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３ 主要指標 

（１） 人口 

  ① 人口・世帯数 

国勢調査によるあま市の人口・世帯数の推移は、平成 22 年にかけて増加

の一途をたどっており、１世帯当たり人員が 2.77 人となっています。 

 

表 人口・世帯数の推移 

種別 昭和 55 年 昭和 60 年 平成２年 平成７年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年

人口 70,190 73,132 76,659 78,678 82,321 85,307 86,714

世帯数 18,497 20,210 22,234 24,344 27,074 29,645 31,355

人口/世帯 3.79 3.62 3.45 3.23 3.04 2.88 2.77

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 人口・世帯数の推移 

資料：国勢調査    
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  ② 年齢別人口 

年齢別人口の推移をみると、０～14 歳の人口は横ばい、15～64 歳の人

口は減少、65 歳以上の人口は増加しています。特に、65 歳以上の人口は、

平成 19 年と平成 23 年を比べて約 1.2 倍高い増加率であり、高齢化が急速

に進展していることがわかります。 

 

表 年齢別人口の推移 

種別 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 

年少人口（0～14 歳）(人) 13,344 13,409 13,454 13,425 13,365 

生産年齢人口（15～64 歳）(人) 58,392 57,494 56,842 56,251 55,966 

老年人口（65 歳以上）(人) 15,518 16,861 17,752 18,379 18,617 

年少人口（0～14 歳）（％） 15.3 15.3 15.3 15.2 15.2 

生産年齢人口（15～64 歳）（％） 66.9 65.5 64.5 63.9 63.6 

老年人口（65 歳以上）(％) 17.8 19.2 20.2 20.9 21.2 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 年齢別人口の推移 

資料：あま市 住民基本台帳 

平成 19 年４月１日、平成 20～平成 22 年 10 月１日、平成 23 年７月１日現在 
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③ 流出・流入人口 

15 歳以上の就業者・通学者の流出入状況をみると、流出人口が 47,698

人、流入人口が 31,030 人と流出超過となっています。名古屋市に流出する

人（約 32％）は、市内で働く人（約 38％）と同様に大きな割合を占めて

おり、名古屋市のベッドタウンとしてのあま市の性格がうかがえます。 

流出・流入ともに、名古屋市が最も多く、流出人口の 32.3％、流入人口

の 10.9％を占めます。次いで、稲沢市や津島市との流出・流入が多くなっ

ています。 

 

表 流出・流入人口 

流出 流入 
市町名 

人口（人） 割合（％） 人口（人） 割合（％） 

あま市内 18,158 38.1% 18,158 58.5% 

名古屋市 15,389 32.3% 3,375 10.9% 

稲沢市 2,393 5.0% 1,520 4.9% 

清須市 1,604 3.3% 806 2.6% 

一宮市 804 1.7% 809 2.6% 

津島市 2,113 4.4% 1,564 5.1% 

愛西市 645 1.3% 1,252 4.0% 

大治町 1,176 2.5% 1,252 4.0% 

蟹江町 606 1.3% 389 1.3% 

その他 4,810 10.1% 1,905 6.1% 

合計 47,698 100.0% 31,030 100.0% 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 流出入の状況 

資料：平成 17 年国勢調査 
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（２） 産業の状況 

① 産業別就業者数 

産業別就業者数をみると、平成 17 年では、第１次産業が 2.4％、第２次

産業が 36.6％、第３次産業が 59.1％と、第３次産業の割合が高くなってい

ます。平成 12 年と比較すると、第３次産業は増加、第１次産業と第２次産

業は減少しています。 

 

表 産業別就業者数 
平成 12 年 平成 17 年 

種別 
人口（人） 割合（％） 人口（人） 割合（％） 

第１次産業 1,170 2.7 1,031 2.4  
第２次産業 17,223 39.4 16,030 36.6  
第３次産業 25,050 57.3 25,949 59.1 
分類不能 247 0.6 817 1.9  

計 43,690 100.0 43,827 100.0  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 産業別就業者割合 

資料：国勢調査   
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② 商業動向 

商業動向をみると、卸売・小売業の事業所数は平成 19 年で 645 事業所、

従業者数は 4,338 人、年間商品販売額は 1,062 億円で、いずれも減少傾向

にあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 商業動向 

資料：商業統計調査 

 
③ 工業動向 

工業動向をみると、事業所数（従業員４人以上）と従業者数及び製造品

出荷額等はほぼ横ばい傾向にあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 工業動向 

資料：工業統計調査     
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④ 農業動向 

あま市では、水稲のほか、水菜、ネギ、小松菜などの野菜を出荷してい

ます。農業動向をみると、平成 22 年の耕地面積は 934ha、販売農家数は

1,000 戸で、耕地面積・販売農家数ともに減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 耕地面積 

資料：東海農政局 作物統計調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 販売農家数 

資料：農林業センサス 
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（３） 財政状況 

  あま市では、平成 15 年度以降増加傾向であった自主財源比率が平成

21年度に減少に転じ、平成22年度の決算ではさらに減少しています。

今後、高齢化の進展により、医療・介護対策など社会保障関係の支出

が増大し、財政運営はさらに厳しさを増していくことが予想されます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 財政状況の推移 

 
資料：財政課 
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第３章 市民の意識と主要課題 
 

１ 市民の意識 
  

本総合計画の策定にあたって、幅広く市民の声を聞き、今後の施策に反

映するため、住民意向調査を実施するとともに、総合計画策定市民会議を

開催しました。今後のまちづくりの方向性を定めるにあたって、踏まえる

べき代表的な設問結果と提案内容は次のとおりです。 

 

（１）住民意向調査の概要 

あま市の今後のまちづくりの指針となる総合計画の策定に向け、現在

のまちづくりに関する満足度や今後のまちづくりの方向性などについて、

市民の意向を総合計画に反映するために、住民意向調査を以下のとおり

実施しました。 

 

◆期間  ： 平成 23 年２月１日  発送 

平成 23 年２月 14 日  締切 

     （今回の集計は平成 23 年２月 18 日到着分まで） 

◆方法  ： 郵送で配布 返信用封筒にて郵送回収 

◆調査対象： 市内に居住する 20 歳以上の男女 

◆調査方法： 無作為抽出 

◆配布総数： 4,000 票 

◆回収総数： 1,639 票 

◆回収率 ：  41.0％ 
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①現在のあま市の住みやすさ 

●約 75％の方が、「あま市は住みやすい」と回答しています。 

●「買い物の利便性」、「交通の便」、「生活環境」は住みやすい理由、住みに

くい理由のどちらにも挙げられています。 

 

現在のあま市の住みやすさの評価 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

まあまあ住

みやすい

57.0%

住みにくい

5.6%
住みやすい

18.5%

無回答

0.8%

やや住みにく

い

18.1%

住みにくい、やや
住みにくい 
（合計 23.7%） 

住みやすい、まあまあ
住みやすい 
（合計 75.5%） 

住みにくい理由 

１位 交通の便が悪い（51.7%） 

２位 買い物の利便が悪い（33.7%）

３位 生活環境が悪い（20.3%） 

４位 福祉が不足している（16.7%）

５位 職場が無い（12.3%） 

 

住みやすい理由 

１位 持ち家がある（45.0%） 

２位 住み慣れている（41.1%） 

３位 交通の便がよい（35.9%） 

４位 買い物の利便がよい（18.7%）

５位 生活環境がよい（18.3%） 
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  ②市の現状評価と今後の重視する取り組み 

現在のまちづくりにおいて、重要度が高いにも関わらず、満足度が低い項

目として、“下水道・排水路の整備”、“商店街の活性化などの商業の振興”、

“鉄道やバスなどの公共交通機関”など、居住環境やまちの活力に関わる項

目が挙げられています。また、“救急医療など地域医療の確保”、“地震や水

害などの防災対策”など、安全・安心に関する項目や、“介護サービスや生

きがいづくりなどの高齢者福祉”、“交通安全・防犯などの安全対策”など、

高齢化を踏まえた項目が挙げられています。 

 

現在のまちづくりの満足度と今後重視する取り組み 

 

 
 
 

  

 

 
 
 
 
 

「満足度」とは、現時点で市民が各項目について満足している度合いであり、「重要度」とは、今後

重視する取り組みとして市民が重要だと感じている度合いのことです。 

 【言葉の説明】 

重要度、満足度が 

ともに高い区分 

今後も継続的な取り

組みが求められてい

る施策といえます 

重要度が高く、満足

度が低い区分 

重要度が低い区分 

特に、市民が重視し

てほしいと感じて

いる施策といえま

す 

市民が重要度は低

いと感じている施

策といえます 
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（２）総合計画策定市民会議の提案 

市民参加型の会議として、平成 23 年７月から 10 月にかけて、総合計画

策定市民会議を開催しました。市民会議では、あま市の将来イメージや特

徴（良い点、悪い点）、まちづくりのアイデア、具体的に市民ができること

についてワークショップ形式で意見交換しました。 

 

 
市民会議の様子 
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市民会議で話し合われたあま市の特徴（良い点、悪い点）、まちづくりのア

イデアを踏まえ、今後のあま市の課題を以下のように整理しました。 

 
  
【市民会議の提案内容を踏まえたあま市の課題】 

 

①協働・交流、地域資源、地域産業、行政に関する課題 

・ 様々な分野における市民参画の場の創出 

・ 男女共同参画の実現 

・ 地域内外との交流の推進 

・ 歴史的な資源、産業の継承や振興など地域資源の活用 

・ 農業の振興や商業施設の充実、商店街の活性化、企業誘致の実現 

・ 市民の相談を受ける市役所の窓口の一元化 

 
②安全・安心、基盤整備に関する課題 

・ 水害や液状化への対応や避難所の整備など防災対策の充実 

・ 生活道路の安全・安心の確保 

・ 早急な下水道整備や大きな公園、現在の公園の設備充実など生活基盤

の整備 

・ 美化活動の充実 

・ 南北軸の交通基盤、公共交通の充実 

     
③福祉、地域医療、教育、自然環境に関する課題 

・ 医療連携の充実 

・ 子育て環境、子供の医療や介護施設の充実 

・ 遊びの伝承や生涯スポーツ、生涯学習の充実 

・ 小中学校の学区割の見直しなど学校教育の充実 

・ のどかな自然環境の保全 
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（３）市民から見たあま市の問題点・課題 

市民の 75%が、あま市は「住みやすい」と感じており、その理由の上位

では交通や買い物などの利便性や生活環境があげられています。また、現

在のまちづくりにおいて、交通利便性や生活環境に関わる道路や下水道・

排水路、公園・緑地、駅前広場の整備などへの重要度が平均値よりも高い

ことから、都市基盤をはじめとする生活環境の充実に向けた取り組みを継

続的に進める必要があると言えます。 

商業の振興、鉄道やバスなどの公共交通機関など、地域の魅力や活力を

高める施策も重要度が高くなっています。このため、各地域の地域資源や

地域内外との連携・交流など、合併を活かしたあま市全体のまちづくりが

求められます。 

さらに、地域医療や防災対策など、安全・安心に関する項目や高齢者福

祉、交通安全・防犯など、高齢化を踏まえた項目は重要度が一貫して高い

分野であり、今後、重点的に取り組んでいくことが必要と考えられます。 

市民会議においては、交通利便性、福祉、文化・教育に関する意見が多

く、どうすれば住みやすいあま市になるかという視点から様々な意見が交

わされ、市民のまちづくりに対する高い意識が見られました。特に、市民

会議の結果、「また参加したい」、「今後も続けてほしい」などの意見も見ら

れたことから、これからのあま市のまちづくりにおいては、市民と共に築

き上げる「協働によるまちづくり」に取り組む必要があります。 
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２ 主要課題 
 

我が国では、平成 16 年（2004 年）に約１億 2,780 万人をピークに、平

成 17 年（2005 年）から人口が減少し始め、本格的な人口減少社会を迎え

ました。そのような中、あま市の総人口は平成 22 年まで、年々増加の一途

をたどっていますが、“団塊の世代”が高齢者（65 歳以上）となることか

ら高齢化は加速し、これまでにない高齢社会を迎えようとしています。人

口減少・少子高齢化の進行は、地域活力の低下、社会保障費負担などの増

大、高齢者単独世帯の増加に伴う生活不安の増加などをもたらします。 

こうした問題と住民意向調査や市民会議などにおける市民からの意見を

踏まえ、主要課題を次のように整理します。 

 

 

（１）協働による地域力の結集・活用 

 少子高齢社会にあっても、多様化・高度化する様々な地域課題を解決し

ていくためには、市民、地域組織、市民活動団体、事業者、行政など地域

を構成する様々な主体がまちづくりのパートナーとして、相互に交流し尊

重し認め合い、力を合わせて連携して行動すること、「協働」が必要です。

特に、合併によって誕生したあま市は、これまで交流のなかった主体同志

の繋がりをつくることでその強みを発揮することが可能となります。 

教育、福祉、消防・防災・防犯、産業振興などのあらゆる分野における

様々な主体の力を結集し、活かしていく協働事業を地域ぐるみで進めてい

く必要があります。 
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（２）安全・安心な生活の確保 

 市民の生命と財産を守り、多岐にわたる日常生活の安全・安心を確保す

ることは、まちづくりの基本であり、全ての市民の願いです。 

 特に、防災、消防、防犯、交通事故などの対策は、市民、地域組織、関

係団体、事業者、行政など、地域の各主体が一丸となって取り組む必要が

あります。 

また、子どもからお年寄りまで、誰もが安全で安心して暮らせるよう、

地域での見守りや支え合いを基本とした各種福祉サービスの充実、健康づ

くりの推進、身近な地域で適切な医療サービスが安心して受けられる体制

づくり、下水道などの快適な生活環境や交通網の整備などが重要です。 

 

（３）地域の魅力・活力の向上 

 これまで、各地域で培われてきた様々な歴史、文化、自然など多様性に

富んだ貴重な地域資源をあま市共有の財産として活かし、その魅力を発信

し、様々な交流を深めることで、あま市全体の魅力・活力づくりにつなげ

ることが必要です。 

 また、市民の活力を高めるため、生涯学習の推進や、学校・家庭・地域

が連携し一体となって次世代を担う子どもたちの教育を推進することが求

められます。 

 さらに、地域産業の振興、新たな企業誘致、観光振興などに取り組み、

地域の魅力と活力を引き出し、より高めていくことも重要な課題です。 

 

（４）健全な行財政運営の継続 

 少子高齢化や景気の低迷で、今後の税収の大きな伸びは期待できない状

況の中にあっても、地域の魅力と活力を高める施策を着実に実施していく

ためには、地域経営の視点を持ち、選択と集中によって施策を重点化し、

合併の効果を十二分に活かし持続可能な行財政基盤を確立することが不可

欠です。 
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Ⅱ 基本構想 
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第１章 あま市の将来像 
 

１ 将来像 
  
将来像は 10 年後のあま市の目指すべき都市像であり、その実現に向かっ

て、市民と行政が目標を共有してまちづくりを進めるために定めるもので

す。 

 

 
 
 
 
 

人・歴史・自然が綾なす 

セーフティー共創都市“あま” 
 
 

市民一人ひとりがまちづくりの主体となり、歴史、文化、自然などの多様な

地域資源を育み、活用しながら、誰もが安全で安心に暮らせるセーフティーな

都市を、全ての市民によって共に創り上げ、新しいあま市を創造します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あま市の将来像 
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２ 基本理念   

   

基本理念は、将来像の実現に向け、まちづくりを進めていく上で、各施

策の分野に共通する基本的な姿勢や視点となるものです。 

 

（１）地域の力を結集するパートナーシップのまちづくり 

     多様化・高度化する様々な地域課題を解決していくため、市民、地域組

織、市民活動団体、事業者、行政など地域を構成する様々な主体がまちづ

くりのパートナーとして、力と英知を結集してまちづくりを共創します。 

     このために、行政は、様々な主体が力を合わせてまちづくりを担ってい

けるための環境を整備し、全体をコーディネートする役割を果たします。 

 

（２）人と人との絆を大切にしたまちづくり 

    市民一人ひとりの個性や価値観を認め合い、人と人との絆を大切にして

思いやりの心で支え合いながら、子どもからお年寄りまで、全ての市民が

健康でいきいきと安全・安心に暮らし、一人でも多くの人が住みやすい、

住んでみたいまちづくりを目指します。 

 

（３）交流と連携による魅力・活力あるまちづくり  

    これまで各地域で培われてきた歴史、文化、自然、産業などの多様な地

域資源を大切に育み、活かしながら、あらゆる分野で、市民をはじめ、地

域を構成する様々な主体の交流や連携によって魅力と活力にあふれるまち

づくりを目指します。 

   

３ 目標人口と土地利用計画 

（１）人口等推計 

平成 20 年 10 月１日時点の人口を基に、過去 10 年間の推移から将来人

口を推計すると、平成 26 年の約 88,700 人をピークに、その後は緩やかに

減少し始め、目標年次となる平成 33 年においては、約 87,700 人になると

予測されます。 
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年齢構成別に将来人口を推計すると、下図のようになります。平成 24

年と平成 33 年の推計値を比較すると、年少人口割合は 2,200 人（約 2.4％）

の減少、老年人口割合は 4,000 人（約 4.9％）の増加となり、少子高齢化

の進行が予測されます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

推計は、平成 16 年から平成 20 年の住民基本台帳人口の推移をベースとしてコーホート要因法※により算定し、設定しました。 
※ コーホート要因法…男女別、年齢別の人口のまとまりの経年的な自然増減、社会増減の傾向から将来の人口を

推計する手法。我が国や自治体の人口推計でもっとも多く使われている手法。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

         

 

34,600
34,900

35,200

35,900
36,100

36,300 36,400
36,600

35,600

35,400

2.39
2.41

2.43
2.45

2.47
2.49

2.50
2.52

2.54
2.56

30,000

31,000

32,000

33,000

34,000

35,000

36,000

37,000

38,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年

2.20

2.30

2.40

2.50

2.60

世帯数 世帯あたり人員

（人）（世帯）

11,100

（12.7％）

11,000

（12.4％）

11,300

（12.8％）

11,600

（13.1％）

12,000

（13.5％）

12,300

（13.8％）

12,500

（14.1％）

12,800

（14.4％）

13,000

（14.7％）
10,800

（12.3％）

53,200

（60.6％）

53,300

（60.6％）

54,600

（61.6％）

54,400

（61.4％）

54,300

（61.4％）

54,300

（61.3％）

54,400

（61.4％）

54,800

（61.7％）

55,300

（62.3％）

55,900

（63.0％）

23,700

（27.1％）

23,500

（26.7％）

22,600

（25.7％）

22,700

（25.7％）

22,600

（25.5％）

22,400

（25.2％）

22,000

（24.8％）

21,400

（24.2％）

20,600

（23.3％）

19,700

（22.2％）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年

年少人口(０～14歳) 生産年齢人口(15～64歳) 老年人口(65歳以上)

（人）

88,600 88,700 88,700 88,700 88,600 88,500 88,400 88,200 87,900 87,700



 

‐27‐ 

第１次あま市総合計画 

基
本
構
想 

（２）人口フレーム 
 

目標年次（平成 33 年）におけるあま市の人口フレームは、 

９０,０００人と設定します。 

 

 

全国的な人口減少が予測される中で、本市においては本計画に掲げた

「人・歴史・自然が綾なす セーフティー共創都市“あま”」の将来像に基

づき、各種施策を推進し、定住環境の充実を図ることで、平成 33 年（2022

年）の人口フレームを 90,000 人と設定します。 

 

（３）土地利用計画 

    土地は限りあるあま市の資源であり、現在と将来の市民の生活や文化、

自然、産業を支える根幹的な要素です。将来の土地利用に向けては、長期

的かつ総合的な展望に立ち、貴重な土地の保全を図るとともに、時代に対

応した土地の有効活用を図るため、計画的な土地利用の方向性を定めるこ

とが重要です。 

今後 10 年間の新しいあま市のまちづくりにおいては、これまで各地域

で培われてきた歴史、文化、自然、産業などの多様な地域資源を大切に育

み、活かしながら、各地域の交流・連携により、それぞれの地域の特色あ

る個性を活かし、地域の社会的・経済的条件、歴史的・文化的条件などに

配慮することで、一体感のある土地利用を目指します。 

 

●土地利用方針 

    あま市の将来像、まちづくりの目標の実現に向け、あま市の将来土地利

用の区分として、「住宅・商業地」、「産業振興地」、「沿道利用地」、「農地・

集落地」、「自然環境」を設定し、地域特性を踏まえつつ、土地利用を図り

ます。 

 

①住宅・商業地 

合併以前からある駅周辺などの交通結節点を街なか居住拠点と位置づけ、

駅の利便性を活かした様々な都市機能の集積する拠点形成を目指します。

また、街なか居住拠点周辺の住宅・商業地においては、低・未利用地（市

街化区域内）の有効活用や、公園や下水道の整備などにより、良好な居住

環境の確保を目指します。 
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さらに、適切に配置された拠点間において、都市の骨格となる交流軸を

形成し、相互に連携を図ることで、一体的なまちづくりの実現に向けた施

策を展開していきます。 

   
  ②産業振興地 

産業の振興は、あま市の経済活力を持続的に安定させうる資源であるこ

とから、特に製造業においては、既存企業の良好な操業環境の維持・確保

を目指します。また、広域交流軸沿道は、物流などの利便性が高いことか

ら、周辺環境との調和にも留意しながら、企業立地や産業の振興に向けた

土地利用を図ります。 

 
③沿道利用地 

     住宅・商業地内の広域交流軸沿道の沿道利用地については、市民の日常

生活を支援する空間として既存の商業機能の充実を図り、周辺住民の生活

利便性の向上を目指します。さらに、通過交通路線利用者にも対応した沿

道商業空間の形成や、流通・業務施設などが立地する非住居系を基本とし

た土地利用を図ります。 

 
④農地・集落地 

住宅・商業地周辺の農地については、一団のまとまりのある優良農地の

保全を図ります。また、農業生産の向上をはじめ、美しい景観を守るとと

もに、治水による防災機能の維持を図ります。 

既存の集落地については、周辺の自然環境や農地との調和に留意し、良

好な居住環境を維持・保全する土地利用を図ります。その中で、公共交通

の利便性の高い地区や道路沿道においては、地域の高齢化対応や集落の活

力維持を目指し、周辺の農地や自然環境との調和に配慮し、柔軟な土地利

用を図ります。 

 

⑤自然環境 

   あま市内に流れる一級河川の庄内川、新川、五条川、二級河川の蟹江川、

福田川、目比川、小切戸川などの多くの河川や水路及びその周辺の緑につ

いては、あま市の貴重な自然環境として保全を図り、市民の憩いや、環境

教育、健康増進などに寄与する場として有効活用を目指します。 

また、市内全域の居住環境の維持に向けて、子どもの遊び場や高齢者の

憩いの場、コミュニティ活動の場として、誰もが安全かつ快適に利用でき

る地域の身近な公園・緑地の維持・確保を図ります。 
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■ 土地利用方針図 
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第２章 あま市の基本目標と施策の大綱 
 

  将来像を実現するため、５つの分野別に基本目標及び施策の大綱を定めます。 

 

１ 施策体系 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人
・歴
史
・自
然
が
綾
な
す 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

セ
ー
フ
テ
ィ
ー
共
創
都
市 

あ
ま  

①安全が確保され、安心で快適に

暮らせるまち 

②心身ともに健康で、いきいきと

暮らせるまち 

③郷土に誇りと愛着が持てる、魅

力あるまち 

④自らの力で歩み続ける、活力の

あるまち 

⑤交流と連携による、一体感のあ

るまち 

”

“
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１－１ 消防・防災対策の整った安全が確保されたまちをつくる 

１－２ 防犯・交通安全・消費者対策の整った安心して暮らせるまちをつくる 

１－３ 都市基盤と資源循環型社会の整ったゆとりある快適なまちをつくる 

１－４ 交通網が整備された安全で快適なまちをつくる 

２－１ 健康づくりを支える保健サービスを提供するまちをつくる 

２－２ 市民力を活用した多様な福祉サービスを提供するまちをつくる 

２－３ 自然環境を守り育て、潤いある美しいまちをつくる 

３－１ 地域文化の発展と継承により郷土に誇りが持てるまちをつくる 

３－２ 生涯学習を拡充し市民の生きがいと活力を高めるまちをつくる 

３－３ 次世代を育む教育環境の整ったまちをつくる 

４－１ 地域産業を活性し賑わいと活力あるまちをつくる 

４－２ 持続的な行財政改革を推進するまちをつくる 

５－１ 市民と育てる協働のまちをつくる 

５－２ お互いの人権を尊重する共助のまちをつくる 

５－３ 多様な交流による共創のまちをつくる 
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２ 施策の大綱 
 

①安全が確保され、安心で快適に暮らせるまち 

 

１－１ 消防・防災対策の整った安全が確保されたまちをつくる 

消防・救急体制、防災対策の強化により、災害に強い安全なまちづ

くりを推進します。また、安全・安心の実現に向けて、市民、事業者、

市民団体と連携・協働して取り組むことができるまちづくりに努めま

す。 

 

１－２ 防犯・交通安全・消費者対策の整った安心して暮らせるまちをつくる 

防犯や交通安全、消費生活への市民の意識を高めるとともに、市民

参加による防犯・交通安全活動などを通じて、安全で、安心して暮ら

せる環境の実現を目指します。 

 

１－３ 都市基盤と資源循環型社会の整ったゆとりある快適なまちをつくる 

地域の特性を活かしつつ、自然環境にも配慮した計画的な土地利用

を進め、魅力的な都市景観の形成を図ります。また、分別排出やリサ

イクルの充実などによる循環型社会の形成への取り組み、上下水道事

業の充実などによる生活環境の向上を図ります。 

 

１－４ 交通網が整備された安全で快適なまちをつくる 

誰もが安全で快適に移動できるよう、公共交通の充実を図ります。

また、都市計画道路や生活道路の計画的な整備と適切な維持管理によ

り、将来にわたって安全で快適な交通網の整備を図ります。 
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②心身ともに健康で、いきいきと暮らせるまち 

 

２－１ 健康づくりを支える保健サービスを提供するまちをつくる 

すべての市民が自らの健康についての自覚を深め、継続的で主体的

な健康づくりに取り組めるよう支援します。各種保健サービスの充実

や情報提供などによる健康づくりへの支援、市民病院の移転新築など

の地域医療体制の充実を図ります。 

 

２－２ 市民力を活用した多様な福祉サービスを提供するまちをつくる 

誰もが住み慣れた地域で安心して生活できるよう、地域福祉活動の

促進などによる共助型の地域福祉社会づくりに努めます。 

高齢者、障がい者（児）、子育て家庭のニーズに応じた福祉サービス

などの充実を図るとともに、ひとり親家庭への支援、社会保障制度の

適切な運用による支援を行います。また、子どもの遊び場づくりなど、

子どもの健全な成長のための支援および環境づくりに努めます。 

 

２－３ 自然環境を守り育て、潤いある美しいまちをつくる 

自然環境や生態系の保全、地球温暖化対策の推進のため、環境学習

や啓発活動の充実により、市民の主体的かつ日常的な取り組みを促進

します。また、公害防止対策や新エネルギーの普及促進に努めます。 
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③郷土に誇りと愛着が持てる、魅力あるまち 

 

３－１ 地域文化の発展と継承により郷土に誇りが持てるまちをつくる 

地域の歴史と伝統文化に関心を持ち、大切に継承していくことがで

きるよう、市民と一体となって保全・活用に取り組みます。また、市

民が芸術や文化に親しみ、より主体的に地域の歴史文化を学べるよう

な環境づくりに努めます。 

 

３－２ 生涯学習を拡充し市民の生きがいと活力を高めるまちをつくる 

市民が、生涯にわたり学習やスポーツ活動に取り組むことができる

よう、活動拠点の整備・充実、多様な学習機会の確保などを図り、心

身ともに健康で活力あふれる市民生活を支援します。 

 

３－３ 次世代を育む教育環境の整ったまちをつくる 

子どもたちの生きる力を育み、時代や地域特性にも即した特色ある

教育を実践するとともに、安全な学習環境の整備を推進し、学校教育

の充実を図ります。 

また、学校・家庭・地域の教育力の向上と連携強化により、幼児教

育の充実や青少年の健全育成活動の展開を図り、次世代を育む教育な

どの充実に努めます。 
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④自らの力で歩み続ける、活力のあるまち 

 

４－１ 地域産業を活性し賑わいと活力あるまちをつくる 

商工業、農業、観光など各産業の振興や積極的な新産業や企業の誘

致により地域産業の活性化を図るとともに、七宝焼などの地域を代表

する地場産業の活用と新産業との連携により、地域のブランド力の向

上を図ります。 

また、雇用機会の創出や就業環境の整備など、勤労者福祉の充実に

努めます。 

 

４－２ 持続的な行財政改革を推進するまちをつくる 

事務事業の改善と効率化、健全な財政運営など、持続的な行財政改

革に努め、効果的で効率的な行財政運営を進めます。また、周辺自治

体との連携により、広域的な行政展開に努めます。 

 

⑤交流と連携による、一体感のあるまち 

 

５－１ 市民と育てる協働のまちをつくる 

市民協働による行政運営体制の構築、情報提供・情報公開の推進な

どにより、全市民の一体感を高める市民協働によるまちづくりを進め

ます。 

 

５－２ お互いの人権を尊重する共助のまちをつくる 

すべての市民がお互いを尊重し、思いやりの心にあふれた、自由か

つ平等で公正な社会の実現を目指し、人権教育や啓発、相談事業など

の充実に努めます。同時に、男女共同参画の考え方による施策の推進

に努めます。 

 

５－３ 多様な交流による共創のまちをつくる 

地域組織間のネットワーク化、地域文化交流イベントの開催、国際

交流・国際教育の推進など、地域の活力を高める多様な交流の促進に

努めます。 
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はじめに 

●基本計画の見方 

基本計画では、まちづくりの目標ごとに、各施策について次の項目を記載しています。 

 
 
 
 

■目標 

将来像を実現するための「まちづくりの目

標」です。 

■施策 

目標を達成するための「施策」の名称です。

■基本方針 

施策全体の基本的な方針を記載していま

す。 

■指標 

基本方針の達成度を測る主な「指標」です。

ここでは、「指標名」、「定義」、「現況値」

と、現況値を踏まえた具体的な「目標値」

を設定しています。 

※ただし、この指標はすべての事業に関連しているも

のではなく、代表的な指標です。 

■現状と課題 

施策に関連する「現状と課題」です。 

また、「現状と課題」を具体的に説明する

ためのグラフや写真を載せています。 
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・

■施策の体系 

施策を構成する具体的な事業を体系で整

理しています。ここに挙がっている事業

で、施策を推進していきます。 

■施策の展開方向 

基本方針に即した施策に関する具体的な

取り組みの方向を説明しています。 

■関連する主な個別計画 

施策に関連する主な個別計画として、主に

今後策定予定の計画を記載しています。 



 

 

‐40‐ 

Ⅲ 基本計画 

基
本
計
画

目標１ 安全が確保され、安心で快適に暮らせるまち 

施策１-１ 消防・防災対策の整った安全が確保されたまちをつくる 

 

基本方針 
消防・救急対策、防災対策の強化により、災害に強い安全なまちづくりを推

進します。また、安全・安心の実現に向けて、市民、事業者、市民団体と連

携・協働して取り組むことができるまちづくりを推進します。 

指標名 定義 
2010（平成 22）

年度 現況値 

2021（平成 33） 

年度 目標値 

指 標 消火栓使用で初期

消火のできる自主

防災団体数 

防災訓練によって消火

栓使用で初期消火ので

きる自主防災団体 

２団体 42 団体 

指 標 
防災カレッジ受講

延べ人数 

防災カレッジ受講延べ

人数 

86 名 
（平成 23 年度） 

370 名 

 
● 現状と課題 

東日本大震災の発生により、市民の防災意識はこれまで以上に高まっており、災害対策の

より一層の充実が求められるとともに、災害発生時の避難や復旧・復興において地域の住民

が協力し助け合っていくことの重要性が改めて認識されました。 

本市は、東海・東南海・南海地震による被害が想定される地域に位置していることから、

これまでもハザードマップやエリアメールによる市民への情報提供など、様々な地震対策に

取り組んできました。また、平坦な地形で多くの河川が流れていることから風水害の危険性

も高く、河川改修や排水施設の整備など、被害の軽減に向けた対策を推進しています。 

今後も、これまでの災害対策を継続するとともに、災害発生時の避難誘導、応急対策、復

旧・復興対策などを位置づけた地域防災計画や自主防災組織の支援・育成、市民への広報啓

発活動の強化などにより、防災対策の充実を図る必要があります。 

また、消防・救急については、緊急事案の多様化や救急出動要請の増加などが、全国的に

課題となっており、本市においても例外ではありません。そのため、愛知県の計画に基づき、

広域消防対策の整備による消防対策の効率化・強化を図るとともに、消防団の活動を支援し、

地域全体の消防力の向上を図る必要があります。 
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＊数値は旧七宝町・旧美和町・旧甚目寺町の合計  

資料：消防年報 

＊数値は旧七宝町・旧美和町・旧甚目寺町の合計 

資料：消防年報 

 

■火災発生件数の推移 

■救急出動回数の推移 

■防災訓練 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消
防
・
防
災
対
策
の
整
っ
た
安
全
が
確
保
さ
れ
た
ま
ち
を
つ
く
る 

消防・救急体制を整備し人命や財産を守る 消防・救急体制を整備する 

防災体制を整備する 

地域における防災活動をすすめる 

市民主役の安全・安心なまちづくりを推進する 

防災対策を推進し災害時の被害を軽減する 

排水施設の整備をすすめる 

河川環境の整備をすすめる 

市民主役の連携・協働事業をすすめる 

地域における消防力を強化する 

防災意識をたかめる 

住宅の耐震化をすすめる 
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● 施策の展開方向 

【消防・救急体制を整備し人命や財産を守る】 

消防・救急体制を

整備する 

愛知県消防広域化推進計画に基づく取り組みにより、消防・救急体制の充実、消

防拠点の整備・充実、広域消防体制の強化を促進します。 

地域における消防

力を強化する 

消防団などの自主防災組織の活動支援・人材育成、市民の防火意識の啓発などに

より、地域の消防力の強化を図ります。 

 
【防災対策を推進し災害時の被害を軽減する】 

防災体制を整備す

る 

 

災害発生時の避難誘導、応急対策、復旧・復興体制などを位置づけた「地域防災計

画」の策定や、各種災害応援協定の維持・見直しなどにより、防災体制の整備を推

進します。また、災害時要援護者登録制度の構築と定期的な情報更新により、災害

時要援護者の避難支援体制の充実を図るとともに、災害情報などの迅速な情報提供

体制の整備に努めます。 

防災意識をたかめ

る 

あま市防災カレッジや避難訓練、救命講習などの開催や広報、ハザードマップなど

による情報提供により、市民の防災意識の高揚を図るとともに、市民の自主的な防

災活動を促進します。 

地域における防災

活動をすすめる 

自主防災組織の支援・育成や自主防災組織同士の協力体制の強化などにより地域に

おける防災力の強化を図ります。 

住宅の耐震化をす

すめる 

住宅の耐震化を促進する体制の充実を図ります。 

排水施設の整備を

すすめる 

排水路などの排水施設、調整池などの整備、定期的な点検・改修により排水能力の

向上を図ります。 

河川環境の整備を

すすめる 

愛知県などの河川管理者や地域住民と連携して、市内の河川・水路の改修や適切な

維持管理による河川環境の整備を促進します。 

 
【市民主役の安全・安心なまちづくりを推進する】 

市民主役の連携・

協働事業をすすめ

る 

災害、犯罪、交通事故などの脅威に対して、市民、事業者、関係団体などが幅広く

連携するため、「あま市安全安心なまちづくり条例」や「あま市安全安心ネットワ

ーク会議」の継続開催など、安全・安心なまちづくりの実現に向けた推進体制を構

築するとともに、条例の「アクションプラン」に基づく、安全・安心なまちづくり

事業を推進します。 

 
● 関連する主な個別計画 

・地域防災計画 

・あま市安全安心なまちづくり条例アクションプラン 
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施策１-２ 防犯・交通安全・消費者対策の整った安心して暮らせるまちをつくる 

 

基本方針 
防犯や交通安全、消費生活への市民の意識を高めるとともに、市民参加によ

る防犯・交通安全活動などを通じて、安全で安心して暮らせるまちづくりを

推進します。 

指標名 定義 
2010（平成 22）

年度 現況値 

2021（平成 33） 

年度 目標値 

指 標 
犯罪発生件数 

あま市における１年間

あたりの犯罪発生件数 
1,203 件 1,000 件以下 

指 標 交通事故死傷者数 
あま市における１年間

の交通事故死傷者数 
669 人 600 人以下 

 
● 現状と課題 

近年、社会構造の変化などにともない犯罪の多様化、巧妙化による犯罪被害が問題となっ

ています。また、都市化や核家族化の進展、生活様式や価値観の多様化などにより、地域に

おける連帯意識や規範意識が薄れ、地域社会の犯罪抑止機能の低下が顕著になっています。 

そのため、市広報紙や即応性のある携帯メールなどによる防犯に関する情報提供や啓発活

動の充実、地域における防犯パトロール隊、青パト隊、子ども見守り隊などの市民自らの防

犯活動への支援・推進などにより、市民の自己防衛意識や防犯意識の向上や地域社会の犯罪

抑止機能の強化を図る必要があります。 

交通事故に関しては全国的に減少傾向にあるものの、高齢者や自転車が関連した事故の増

加や交通マナーの低下など課題も多く、今後も、交通安全施設の整備による安全な交通環境

の整備や交通安全意識の高揚に取り組む必要があります。 

また、高度情報化やニーズの多様化を背景に消費生活の利便性はますます向上しています

が、一方で様々なトラブルに巻き込まれるなど、消費者を取り巻く環境は大きく変化してい

ます。そのため、相談対策の充実や適切な情報提供による消費者の保護・育成など消費者対

策の充実も、安心なまちづくりに向けた課題となっています。 

 
 
 
 
 
 



 

 

‐45‐   

基
本
計
画 

第１次あま市総合計画

 
 

あま市における過去５年間の刑法犯認知件数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あま市における過去５年間の交通事故死傷者数 
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■犯罪発生件数の推移 

■交通事故発生件数の推移 

＊数値は旧七宝町・旧美和町・旧甚目寺町の合計  

資料：津島警察署より 

＊数値は旧七宝町・旧美和町・旧甚目寺町の合計  

資料：愛知の交通事故 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

交通安全対策を推進し交通事故を削減する 

防
犯
・
交
通
安
全
・
消
費
者
対
策
の
整
っ
た
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
を
つ
く
る 

地域の防犯対策を推進し犯罪を削減する 防犯意識をたかめる 

地域における防犯活動をすすめる 

犯罪を抑止する環境をととのえる 

交通安全意識をたかめる 

安全な交通環境を整備する 

市民主役の安全・安心なまちづくりを推進する（再掲）

消費者対策を推進し賢い消費者を育てる 消費者への情報提供をすすめる 

市民主役の連携・協働事業をすすめる 
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● 施策の展開方向 

【地域の防犯対策を推進し犯罪を削減する】 
防犯意識をたかめ
る 

 

講習会や広報啓発活動を通じて、市民一人ひとりの自己防衛意識・防犯意識の高

揚を図ります。 

地域における防犯

活動をすすめる 

広報啓発活動や事件・不審者情報の提供、自主防犯組織の立ち上げやパトロール

活動の支援などにより、地域における防犯活動の充実を図ります。 

犯罪を抑止する環

境をととのえる 

防犯灯の設置を推進します。また、警察署の設置や派出所の拡充について、関係

機関へ要望します。 

 
【交通安全対策を推進し交通事故を削減する】 

交通安全意識をた

かめる 

警察などと連携して、交通安全運動や高齢者や子どもを対象とした交通安全教室な

どの交通安全教育の充実を図り、市民の交通安全に対する理解と交通マナーの向上

を促進します。 

安全な交通環境を

整備する 

カーブミラーや照明灯などの交通安全施設の整備を推進します。また、駅周辺のバ

リアフリー化や放置自転車対策の充実などにより、安全な交通環境の整備を推進し

ます。 

 
【消費者対策を推進し賢い消費者を育てる】 

消費者への情報提

供をすすめる 

関係機関と連携して、消費生活に関するトラブルの解決や被害の防止のため、相談

対策の充実を図ります。また、被害を未然に防止するために、消費生活講座や消費

者トラブルに関する情報提供などにより賢い消費者の育成を図ります。 

 
【市民主役の安全・安心なまちづくりを推進する】（再掲） 

市民主役の連携・

協働事業を進める 

 

災害、犯罪、交通事故などの脅威に対して、市民、事業者、関係団体などが幅広く

連携するため、「あま市安全安心なまちづくり条例」や「あま市安全安心ネットワ

ーク会議」の継続開催など、安全・安心なまちづくりの実現に向けた推進対策を構

築するとともに、条例の「アクションプラン」に基づく、安全・安心なまちづくり

事業を推進します。 

 
● 関連する主な個別計画 

・あま市安全安心なまちづくり条例及びアクションプラン 
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施策１-３ 都市基盤と資源循環型社会の整ったゆとりある快適なまちをつくる 

 

基本方針 

地域の特性を活かしつつ、自然環境にも配慮した計画的な土地利用を進め、

魅力的な都市景観の形成を図るとともに、公園や上水道の管理及び下水道の

整備により良好で快適な住環境の整備を推進します。また、分別収集やリサ

イクルの徹底など、資源循環型社会の形成に向けた取り組みを推進します。

指標名 定義 
2010（平成 22） 

年度 現況値 

2021（平成 33）

年度 目標値 
指 標 

都市公園面積 都市公園整備済み総面積 11.8ha 13.0ha 

指 標 
公共下水道の整備

率 

あま市公共下水道計画区

域内の整備済率 
23.0％ 53.0％ 

指 標 資源ごみ回収数量 資源ごみ回収数量 1835.1ｔ 2000.0ｔ 

 
● 現状と課題 

本市は、大都市近郊の立地を活かした近郊農業を中心に発展してきており、豊かな自然や

貴重な生態系を多く残すほか、市内には多くの寺社や史跡などが散在し、伝統文化も数多く

残された歴史のまちとしても知られています。また、名古屋市に隣接する地理的条件や交通

条件から、今後大きく成長できる可能性を有しています。 

そのため今後は、本市の地域特性に配慮した計画的な土地利用により、魅力的な都市景観

の形成を図るとともに、都市の緑化や下水道の整備などにより、良好な生活環境の充実を図

る必要があります。 

都市の緑化については、公共施設や学校など様々な施設の緑化を推進するとともに、公園

については災害時の避難場所ともなることから、防災に配慮した再整備及び適切な配置を検

討します。 

下水道については、使用できる区域が市域の一部に限られており、住民意向調査において

も最も満足度の低い項目となっていることから、使用できる区域の拡大に向けて、引き続き

事業を推進するとともに、適切な維持管理により将来にわたって安定した運営を進めていか

なければなりません。上水道についても、安定供給ができるよう事業の適切な運営を進める

とともに、水質の維持向上に向けて今後も取り組む必要があります。 

また、将来にわたって市民の快適な生活を維持するためには、地球環境への負荷の少ない

資源循環型社会の形成も必要不可欠です。市民、事業者、行政が一体となってリサイクルや

分別収集の徹底によるごみの減量や適正な処理に取り組み、環境の保全と美化を図る必要が

あります。
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      ■都市計画公園 

 

 箇所数 面積（ha） 

街区公園 46 10.3 

近隣公園 １  1.5 

計 47 11.8 

                            資料：都市計画課 
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＊数値は旧七宝町・旧美和町・旧甚目寺町の合計  
資料：一般廃棄物処理実態調査（環境省廃棄物処理技術情報） 

 

■一人当たりごみ排出量の推移 

■公共下水道計画区域 

市役所甚目寺庁舎

市役所七宝庁舎

市役所本庁舎 

資料：日光川下流流域下水道パンフレット 

（平成 22 年 12 月発行）
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 施策の展開方向 

【魅力ある良好な都市景観を整える】 

秩序ある計画的な土地

利用をすすめる 

「あま市都市計画マスタープラン」を策定し、地域の特性と自然環境に配慮

した計画的な土地利用を推進します。 

自然と歴史の融合景観

をつくる 

本市の豊かな自然環境や甚目寺観音をはじめとした歴史的資源を活用した都

市景観の形成を図ります。また、市民と協働で都市の美化（ゴミゼロ運動な

ど）に向けた取り組みを推進します。 

人に優しい良好な市街

地をつくる 

社会基盤施設の整備促進と土地の効果的な利用のため、土地区画整理事業を

推進します。また、道路・公共施設などのバリアフリー化により安全な市街

地の形成を図ります。 

 
 
 
 

緑と水の快適環境を整える 

都
市
基
盤
と
資
源
循
環
型
社
会
の
整
っ
た
ゆ
と
り
あ
る
快
適
な
ま
ち
を
つ
く
る

魅力ある良好な都市景観を整える 秩序ある計画的な土地利用をすすめる 

自然と歴史の融合景観をつくる 

人に優しい良好な市街地をつくる 

市民が憩える公園・緑地を管理する 

潤いのある親水空間を整備する 

緑化をすすめる 

廃棄物対策をすすめる 

安全な水を安定的に供給する 

公共下水道の整備をすすめる 

河川の水質保全対策をすすめる 

ごみの適正処理へ取り組みをすすめる 

ごみの減量・リサイクル活動をすすめる 

排水施設の整備をすすめる（再掲） 
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【緑と水の快適環境を整える】 

市 民 が 憩 え る 公

園・緑地を管理する 

 

市民の憩いの場や災害時の避難場所となる公園や緑地は、地域の拠点として再整備

及び適切な配置を検討します。また、誰もが安心して利用できるよう適切な維持管

理を推進します。 

潤いのある親水空

間を整備する 

河川や水路の堤防を利用した散策路や自然と親しむことができる水辺空間など、親

水空間の整備を促進します。 

緑化をすすめる 

 

「みどりの週間」を緑の募金強化週間として職場や学校に募金を依頼して、集まっ

た募金の一部は交付金としてあま市に交付されます。交付された交付金を各学校に

配分して、緑化活動に充てることにより、緑化に対する市民意識の高揚を図ります。

安全な水を安定的

に供給する 

安全な水を安定供給するために、配水管の適切な維持管理や事務の効率化、収納率

の向上などにより、上水道事業の健全な運営を進めます。 

公共下水道の整備

をすすめる 

快適な生活環境を確保するため、計画的に下水道整備事業を推進します。また、供

用開始区域における接続率の向上と使用料・受益者負担金による、健全な下水道事

業の運営を図ります。 

河川の水質保全対

策をすすめる 

下水道の供用開始区域における接続率の向上を推進するとともに、定期的な水質検

査の実施や河川環境に関する市民への啓発活動などにより、河川の水質保全を図り

ます。 

排水施設の整備を

すすめる（再掲） 

排水路などの排水施設、調整池などの整備、定期的な点検・改修により、排水能力

の向上を図ります。 

 
【廃棄物対策をすすめる】 

ごみの適正処理へ

取り組みをすすめ

る 

町内会と連携して、ごみの分別収集の徹底に向けた指導や情報提供などの啓発活動

を推進します。また、事業者への広報啓発、不法投棄のパトロールなど、ごみの適

正処理に向けた取り組みを推進します。 

ごみの減量・リサイ

クル活動をすすめ

る 

市民が主体的にごみの減量やリサイクル活動に取り組むよう、分別収集の徹底やレ

ジ袋削減運動、ごみ減量運動などの広報啓発活動を推進します。 

 
● 関連する主な個別計画 

・あま市都市計画マスタープラン 

・あま市レジ袋削減推進実施要領による協定の締結 
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施策１-４ 交通網が整備された安全で快適なまちをつくる 

 

基本方針 
誰もが安全で快適に移動できるよう、公共交通の充実を図ります。また、都

市計画道路や生活道路の計画的な整備と適切な維持管理により、将来にわた

って安全で快適な道路交通網の整備を促進します。 

指標名 定義 
2010（平成 22）

年度 現況値 

2021（平成 33） 

年度 目標値 

指 標 
都市計画道路整備

率 

都市計画道路の整備さ

れた割合 
33.0％ 40.0％ 

 
● 現状と課題 

車社会の定着により、自動車の運転による利便性は向上していますが、車を持たない人や

車を運転することができない人が日常生活を送るためには、公共交通の存在が欠かせません。

さらに本市においては、合併により市域が拡大したことから、誰もが自由に市内の各種施設

へ移動することができる公共交通の充実が求められています。 

また、近年では、地球温暖化対策の観点からも、自動車から公共交通への移行を推進して

いこうとする動きが全国的に見られます。 

しかし、その交通体系が本市にとって効率的かつ持続可能なものでなければ、将来的には

我々の負担になる可能性もあります。 

こうしたことを踏まえ、すべての市民が公共交通に関する課題を自分のこととして捉え、

十分な検証を行った上で、市民にとっても、行政にとっても有用な公共交通体系を検討して

いく必要があります。 

一方、都市の発展や経済の活性化のためには、自動車交通を支える安全で快適な道路の整

備も重要です。快適な道路網の実現に向けて、都市計画道路などの幹線道路の整備を推進す

るとともに、市民の生活に身近な生活道路についても、歩行者の安全確保や防災機能の向上

に向けた整備を推進する必要があります。 

また近年、橋りょうなどの道路施設について、老朽化に伴う将来的な修繕費や架け替え費

用の増大が懸念されており、全国的に施設の長寿命化に向けた取り組みが進んでいます。そ

のため、本市においても市の管理する道路施設について、適切な維持管理と計画的な修繕に

よる将来の負担軽減に取り組む必要があります。 
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■都市計画道路整備状況 

            単位：km 

計画延長  2.6 
自動車専用道路 

改良済延長  2.6 

計画延長 55.5 
幹線道路 

改良済延長 17.2 

                           資料：都市計画課 

 

1,655 1,621 1,659 1,695 1,712 1,683

742 743 760 749 757 770

1,163 1,148 1,188 1,180 1,183 1,184

0

400

800

1,200

1,600

2,000

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

（千人）

甚目寺駅 七宝駅 木田駅

資料：名古屋鉄道株式会社   

■鉄道利用者数の推移 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

安全で快適な道路・交通網の整備をすすめる 

交
通
網
が
整
備
さ
れ
た
安
全
で
快
適
な
ま
ち
を
つ
く
る 

誰もが使いやすい公共交通の構築をすすめる 持続可能な公共交通体系の検討をすすめる

駅周辺の環境整備をすすめる 

計画的な都市計画道路の整備をすすめる 

広域道路交通網の有効活用をすすめる 

生活に密着した道路の整備をすすめる 

道路施設の整備をすすめる 
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● 施策の展開方向 

【誰もが使いやすい公共交通の構築をすすめる】 

持続可能な公共交

通体系の検討をす

すめる 

公共交通体系の構築にあたっては、将来的に持続可能な形態とすることを目指し、

また、市民にとっての必要性や重要性などを十分に考慮し検討を進めます。 

駅周辺の環境整備

をすすめる 

名鉄木田駅周辺において、バリアフリー化や駅前広場の整備、駐輪場の拡充など

を進めます。 

 
【安全で快適な道路・交通網の整備をすすめる】 

計画的な都市計画

道路の整備をすす

める 

各種補助金・交付金を有効に活用し、都市計画道路の必要な見直しも行っていき

計画的な整備を促進します。また、愛知県と連携して、交差点改良事業などによ

り渋滞の解消を図るとともに適切な維持管理により快適な道路網の形成を図りま

す。 

広域道路交通網の

有効活用をすすめ

る 

名古屋第二環状自動車道（東名阪自動車道）などの広域幹線道路を有効に活用し

た道路網・道路施設の検討を進めます。 

生活に密着した道

路の整備をすすめ

る 

市民に身近な生活道路について、路面の改良、歩道や排水施設の整備など、安全

で快適な道路環境の整備を推進します。 

道路施設の整備を

すすめる 

市が管理する橋りょうなどの道路施設について、適切な維持管理や計画的な修繕

など長寿命化に向けた検討を進めます。 

 
● 関連する主な個別計画 
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目標２ 心身ともに健康で、いきいきと暮らせるまち 

施策２-１ 健康づくりを支える保健サービスを提供するまちをつくる 

 

基本方針 

すべての市民が自らの健康についての自覚を深め、継続的で主体的な健康づ

くりに取り組めるよう支援します。また、各種保健サービスの充実や情報提

供などによる支援、医療機関との連携などによる医療体制の充実などを進め

ます。 

指標名 定義 
2010（平成 22） 

年度 現況値 

2021（平成 33） 

年度 目標値 

指 標 
特定健康診査 

受診率 

国保加入者で 40 歳～

74 歳までの健診対象

者の受診率 

30.0％ 65.0% 

指 標 がん検診受診率 

がん検診報告における

がん検診受診率（乳が

ん、子宮がんは２年に１

回の対象者として計算）

胃がん  14.0％ 

大腸がん 15.4％ 

肺がん  16.4％ 

乳がん  30.0％ 

子宮がん 23.0％ 

胃がん  50.0％

大腸がん 50.0％

肺がん  50.0％

乳がん  50.0％

子宮がん 50.0％

 
● 現状と課題 

市民一人ひとりがいきいきとした生活を送るには、心身の健康は最も基本的かつ重要な

ものです。 

そのため、市民の健康づくりを支援するとともに、市民が健康についての理解を深め、

継続的かつ主体的に健康づくりに取り組むことができる環境を整備する必要があります。

とりわけ、生活様式の変化による生活習慣病の増加や新型インフルエンザなどの感染症の

脅威の高まり、少子高齢化に伴う医療費の増大などから、健康づくりにおける予防施策の

重要性が高まっています。 

本市では、市内の保健センターなどにおいて、成人保健事業（各種健康診査や集団がん

検診、教室・相談など）、各種の介護予防事業や母子保健事業を実施し、あらゆる世代の健

康づくりを支援するため、あま市健康づくり計画“あま活き生きプラン”やあま市歯と口

腔の健康づくり推進条例に基づく事業を推進しています。今後もこうした取り組みを継続

するとともに、より総合的かつ効率的に市民の健康づくりを支援するため、健康に関する

情報提供や啓発活動の充実、家庭・地域・関係機関の連携を推進する必要があります。 
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さらに、市民の健康づくりを支えるためには、必要な時に必要な医療を受けることがで

きるよう地域の医療提供体制を整備することが重要です。近年の高齢化の進展により地域

に密着した医療サービスが求められており、病院や診療所などが連携・協力し、それぞれ

の機能に応じた役割分担による効率的な医療提供体制の充実を図る必要があります。 

また、本市には、地域医療の中核的な存在として救急告示医療機関のあま市民病院があ

りますが、公立病院の経営は、医師不足や看護師不足などにより全国的に非常に厳しい状

況となっています。あま市民病院についても例外ではなく、医療従事者の確保や経営の効

率化及び近隣の医療機関の機能や特性に応じた連携強化が喫緊の課題となっています。 
 
 
 
 
      乳児健診 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      １歳６か月児健診 
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（％）
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■各種健診の受診者数の推移 

資料：健康推進課 
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      ２歳児歯科健診 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ３歳児健診 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      がん検診受診率（平成 22 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

14.0% 15.4% 16.4%

30.0%

23.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮がん

939
922

891

847

794

887 893

842
807

760

94.5
96.9

94.5 95.3 95.7

500

600

700

800

900

1,000

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（人）

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

（％）

対象者数 受診者数 受診率

905
877 871 863 879

663
627

644 640

757

73.3
71.5

73.9 74.2

86.1

500

600

700

800

900

1,000

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（人）

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

（％）

対象者数 受診者数 受診率

資料：健康推進課 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域医療の提供体制の整える 

健
康
づ
く
り
を
支
え
る
保
健
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
ま
ち
を
つ
く
る 

生涯にわたる健康づくりを支援する 各種保健事業サービス（成人保健・母子保健・

介護予防）・予防接種などの事業をすすめる 

健康づくりに関する情報提供をすすめる 

健康づくり支援体制の整備をすすめる 

市民病院の機能強化と健全経営をすすめる 

医療機関の連携強化をはかる 

救急医療体制の整備をすすめる 

食育に関する事業をすすめる 

歯と口腔の健康づくりをすすめる 
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● 施策の展開方向 

【生涯にわたる健康づくりを支援する】 

各種保健事業サー

ビス（成人保健・母

子 保 健 ・ 介 護 予

防）・予防接種など

の事業をすすめる 

乳幼児の健康管理、子育て相談や生活習慣病の予防や早期発見につながる各種検

診の充実を図ります。また、感染症などの脅威から市民を守る予防接種の機会拡

大を図るとともに、正しい知識の普及・啓発を図ります。 

健康づくりに関す

る情報提供をすす

める 

誰もが気軽に参加できる健康づくりイベントの実施や健康に関する学習機会や

相談窓口の充実などを通じて、健康づくりに関する情報提供を推進します。 

健康づくり支援体

制の整備をすすめ

る 

市民の健康づくりを総合的かつ効果的に支援するため、「あま市健康づくり計画

“あま活き生きプラン”」を策定しました。また、計画に基づき、家庭、地域、

関係機関が連携して市民一人ひとりの健康づくりを支援する体制の整備を推進

します。 

食育に関する事業

をすすめる 

食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけることができるように、「食

育推進計画」を「あま市健康づくり計画“あま活き生きプラン”」に盛り込み、

給食などを通じた食育事業の推進を図ります。 

歯と口腔の健康づ

くりをすすめる 

 

市民が日常生活において自ら歯と口腔の健康づくりに取り組むことを促進する

ため、健康教育、歯科健診、予防対策及び口腔ケアなどの歯と口腔の保健医療サ

ービスを受けることができるよう環境整備を推進します。 

 
【地域医療の提供体制を整える】 

市民病院の機能強

化と健全経営をす

すめる 

地域医療の充実、二次救急医療の確保、現市民病院の老朽化などの問題解決のた

め、「新あま市民病院基本構想」に基づき、新たな病院施設の整備を推進します。

また、将来展望を踏まえ、医師、看護師・医療技術者などの確保に努めるととも

に、医療設備の充実を図り、地域の中核病院として医療機能を強化します。そし

て、更なる経営改善による経営の健全化及び基盤の強化を図ります。 

医療機関の連携強

化をはかる 

地域医療連携室での相談体制の充実や病院と診療所との適切な役割分担を推進

するなど、病病・病診連携の強化を図ります。 

救急医療体制の整

備をすすめる 

救急受診に対する市民への意識啓発を行うとともに、医療機関との連携強化によ

り、休日・夜間・救急医療体制の充実を図ります。 

 
● 関連する主な個別計画 

・あま市健康づくり計画“あま活き生きプラン” 

・新あま市民病院基本構想 

・あま市歯と口腔の健康づくり推進条例 

・あま市民病院改革プラン 
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施策２-２ 市民力を活用した多様な福祉サービスを提供するまちをつくる 

 

基本方針 

誰もが住み慣れた地域でいきいきと暮らせることができるよう、地域福祉活

動の促進による共助型の地域福祉社会づくりを推進します。また、高齢者、

障がい者（児）、子育て家庭のニーズに応じた多様な福祉サービスの充実を

図るとともに、社会保障制度の適切な運用を進めます。 

指標名 定義 
2010（平成 22）

年度 現況値 

2021（平成 33） 

年度 目標値 

指 標 自ら働き、経済的

に自活している高

齢者 

自ら働き、経済的に自活

している高齢者の割合 

(国 82.9% 県 85.3％) 

87.6％ 88.0％ 

指 標 
保育所入所希望者

が入所できる割合 

保育所入所希望者が入

所できる割合 
100％ 100％ 

 
● 現状と課題 

すべての市民がいきいきとした生活を送るためには、高齢者や障がい者（児）など、支援

を必要としている個々の家庭の状況に即した様々な生活支援が必要です。 

しかし、近年の高齢化の進展、障がいの重度化・重複化、家族構成の変化などにより、福

祉サービスを必要とする家庭は増加しており、そのニーズも多様化しています。そのため、

高齢者や障がい者（児）の健康や生活を支える医療・介護サービスや社会参画を支援する施

策のより一層の充実が必要です。 

また、少子化の進展、共働き家庭の増加などにより、子育てを取り巻く環境も大きく変化

しており、子どもを安心して生み育てることができるよう、多様なニーズに即した保育サー

ビスの充実や子育てに関する相談支援体制の整備が求められています。 

一方、福祉サービスに対するニーズはますます多様化する傾向にあり、公的な福祉サービ

スだけでは支援を必要とするすべての人に十分なサービスの提供ができない状況になりつ

つあります。 

こうした課題に対処するためには、失われつつある人と人とのつながりや助け合い支え合

う心を再生し、地域社会全体で支援する体制を構築することが重要です。社会福祉協議会、

民生委員・児童委員、町内会、ボランティア団体などの協力体制を強化し、地域社会全体で

必要な支援を行う共助型の地域福祉社会づくりに向けて取り組む必要があります。 

また、市民の安定した生活を支えるには、医療保険や介護保険などの各種の社会保障制度

が欠かせません。しかし、医療費の増大や被保険者の増加などにより、いずれの制度も財政

的に厳しい状況にあることから、市民の制度に対する理解を深めるとともに、保険料などの 
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収納率の向上に努め、財政の安定化と適切な運用を図る必要があります。とりわけ、財政の

安定化においては、長引く景気の低迷などにより経済的な支援を必要とする家庭も増加して

いることから、低所得者に対する相談体制の充実など、自立に向けた支援を推進していくこ

とが重要となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

557,731
591,250 569,867

595,858 602,484

0

200,000

400,000

600,000

800,000

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（万円）

1,882 1,894 1,791 1,762 1,746

1,529 1,470 1,482 1,534 1,554

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（人）

保育所 幼稚園

3,411 3,364 3,273 3,296 3,300

2,311 2,437 2,456 2,516

381
398 391 408260
361 359 419

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（人）

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者

2,952 3,196 3,206 3,343

■障がい者手帳所持者数の推移 

＊数値は旧七宝町・旧美和町・旧甚目寺町の合計 

資料：あいちの教育統計・厚生省報告例 
 

■幼稚園・保育所の在所者数の推移 

■国民健康保険医療費の推移 

 

資料：保険医療課 

 

資料：社会福祉課 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生きがいを持って暮らせる社会をつくる 

市
民
力
を
活
用
し
た
多
様
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
ま
ち
を
つ
く
る 

地域福祉活動をすすめる 地域福祉活動の促進と推進体制をととのえる 

地域ボランティア事業の活動を支援する 

高齢者福祉推進体制の整備をすすめる 

高齢者の生きがい活動への支援をすすめる 

医療・介護サービスを支援する 

安心して子どもを生み育てられる環境をつくる 

障がい者（児）が安心して生活できるようにする 障がい者（児）の生活支援をすすめる 

障がい者（児）福祉サービスなどの提供体制を

充実する 

障がい者（児）の権利擁護をすすめる 

子育て支援事業などをすすめる 

仕事と子育てとの両立支援施策をすすめる 

子どもの遊び場の整備をすすめる 

高齢者の権利擁護をすすめる 

障がい者（児）の受け入れ体制をととのえる 

ひとり親家庭などの自立への支援をはかる 

社会保障制度の適切な運用につとめる 国民健康保険制度の健全な運用をはかる 

後期高齢者医療制度の健全な運用をはかる 

介護保険制度の健全な運用をはかる 

低所得者への支援体制の充実をはかる 

子どもを生み育てやすい環境をつくる 
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● 施策の展開方向 

【地域福祉活動をすすめる】 

地域福祉活動の促

進と推進体制をと

とのえる 

ボランティア活動団体への支援や福祉に関する市民への意識啓発、学校におけ

る福祉教育の強化などにより地域福祉活動を促進します。また、社会福祉協議

会、民生委員・児童委員、町内会、その他関係機関の連携を強化し、ボランテ

ィアの養成や登録の仕組みを構築するなど、地域福祉活動の推進体制の整備を

推進します。 

地域ボランティア

事業の活動を支援

する 

社会福祉協議会ボランティアセンターへの専任のボランティアコーディネータ

ーの配置を契機に、地域における身近な活動拠点（ボランティアコーナー等）

を設置し、地域ボランティア活動への支援強化を図ります。また、関係機関と

連携し、ボランティア団体に関する情報の共有化と情報発信の充実を図ります。

 
 

【生きがいを持って暮らせる社会をつくる】 

高齢者福祉推進体

制の整備をすすめ

る 

支援が必要な高齢者世帯の台帳整備や情報集約システムの構築により個々のニ

ーズにあった生活支援の充実を図ります。また、地域包括支援センターを中心

とした医療機関、社会福祉協議会、民生委員など関係機関によるネットワーク

会議の設置により、高齢者福祉推進体制を強化します。 

高齢者の生きがい

活動への支援をす

すめる 

あま市シルバー人材センターへの支援やボランティア活動の啓発などにより、

高齢者の社会参加を促進します。また、老人クラブやボランティア活動団体へ

の支援により、生涯学習やスポーツ活動を通じた生きがいづくりを促進します。

医療・介護サービス

を支援する 

「介護保険事業計画」を策定し、要介護状態になることを予防するため、介護

予防事業による健康づくりの支援・充実を図ります。また、介護保険制度の適

切な運用や医療機関や介護事業者との連携により、個々のニーズにあった医

療・介護サービスを提供します。 

高齢者の権利擁護

をすすめる 

高齢者虐待や認知症高齢者に適切に対応するため、相談体制や見守り体制の充

実を図ります。 
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【障がい者（児）が安心して生活できるようにする】 

障がい者（児）の

生活支援をすすめ

る 

障がい者（児）が利用できる事業所などをまとめた事業所ガイドブック及び障が

い者福祉マップの有効活用を図ります。また、「障がい者計画」を策定し、障がい

者（児）の移動や就労などの生活支援、医療費や生活費の経済的支援などにより、

障がい者（児）が社会参加しやすい環境づくりを推進します。 

障がい者（児）福

祉サービスなどの

提供体制を充実す

る 

「障がい福祉計画」を策定し、障がい者（児）への各種福祉サービスの提供体制

や相談支援体制の充実を図ります。また、関係機関と連携し、障がい者（児）福

祉に関する情報の共有化や福祉サービスの情報提供の充実を図ります。 

障がい者（児）の

権利擁護をすすめ

る 

障がい者（児）への理解を深めるため、多様な機会での意識啓発をすすめます。

また、相談支援体制を充実させ、障がい者（児）の権利擁護を推進します。 

障がい者（児）の

受け入れ体制をと

とのえる 

親子療育事業などにおいて、言語聴覚士や作業療法士などの専門職員の確保や情

報提供の充実を図ります。また、保育所や学校と連携した障がい者（児）の受け

入れ体制の充実を図ります。 

 
【安心して子どもを生み育てられる環境をつくる】 

子育て支援事業な

どをすすめる 

保護者同士が情報交換できるつどいの広場での事業や子育てに関する情報提供、

子どもの医療費助成事業など、子育て支援事業の充実を図ります。また、子育て

支援のためのネットワーク会議を開催し、関係団体との連携強化を図ります。 

子どもを生み育て

やすい環境をつく

る 

一般不妊治療費助成事業や妊婦検診、マタニティ教室などの出産支援の充実、子

育て家庭優待事業や育児相談などの育児支援の充実などにより、子どもを生み育

てやすい環境づくりを推進します。 

仕事と子育てとの

両立支援施策をす

すめる 

待機児童をつくらないよう市内保育所への広域的入所や保育士の確保などによ

り、保育所への受け入れ体制の充実を図るとともに、「次世代育成支援対策地域

行動計画」に基づき、乳児保育など、多様な保育サービスの充実に向けて取り組

みます。また、児童クラブの放課後児童対策指導員の資質向上などにより放課後

児童対策の充実を図ります。 

子どもの遊び場の

整備をすすめる 

子どもが安心して遊ぶことができる児童館、児童遊園やちびっ子広場の適切な維

持管理を推進します。 

ひとり親家庭など

の自立への支援を

はかる 

ひとり親家庭に対する相談体制の充実を図るとともに、各家庭の実情に応じた母

子家庭医療費助成などの経済的支援や就労支援の充実を図ります。 
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【社会保障制度の適切な運用につとめる】 

国民健康保険制度

の健全な運用をは

かる 

制度の周知や相談体制を充実し収納率の向上に努め、また特定健康診査などの

実施により生活習慣の改善と医療費の削減を図り、健全な運営に努めます。 

後期高齢者医療制

度の健全な運用を

はかる 

関係機関と連携し、後期高齢者医療制度の周知に努め、制度の健全な運用を図

ります。 

介護保険制度の健

全な運用をはかる 

介護保険制度に関する情報の共有化や情報提供により、制度の健全な運用を図

ります。 

低所得者への支援

体制の充実をはか

る 

社会福祉協議会や民生委員・児童委員との連携強化により生活実態の把握を進

め、適切な生活支援を実施するとともに、自立に向けた相談支援体制の充実を

図ります。 

 
● 関連する主な個別計画 

・障がい者計画及び障がい福祉計画 

・次世代育成支援対策地域行動計画 

・高齢者福祉計画 

・介護保険事業計画 
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施策２-３ 自然環境を守り育て、潤いある美しいまちをつくる 

 

基本方針 
自然環境や生態系の保全、地球温暖化対策の推進のため、環境学習や啓発活

動の充実により、市民の主体的かつ日常的な取り組みを促進します。また、

公害予防対策や新エネルギーの普及促進に取り組みます。 

指標名 定義 
2010（平成 22） 

年度 現況値 

2021（平成 33）

年度 目標値 

指 標 
環境学習講座の 

受講者数 

環境学習講座の１年間

の受講者数 
220 人 800 人 

 
● 現状と課題 

本市は大都市近郊に位置しながらも、蟹江川、福田川をはじめとした中小の河川が数多く

流れ、田園地帯が広がるなど、美しい自然や貴重な生態系を多く残しています。こうした自

然環境は、市民の生活に潤いをもたらすなど、心身の健康維持に重要な役割を果たしており、

市街地整備や経済的発展とのバランスをとりつつ計画的に保全・活用することで、次世代に

継承していかなければなりません。 

また近年、集中豪雨など異常気象の頻発や、それに伴う被害の増大などにより、地球温暖

化問題への関心は以前にも増して高まってきており、本市においても地球温暖化対策に責任

を持って取り組まなければなりません。 

そのため、自然環境保全や地球温暖化対策に関する施策の充実を図るとともに、行政だけ

ではなく市民一人ひとりが環境保全に関する課題に対する認識と理解を深め、主体的かつ日

常的に自然環境の保全や温室効果ガスの削減に取り組むことができるよう、情報提供や啓発

活動を強化することで、官民が一体となって環境保全に取り組む体制を構築する必要があり

ます。 
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■環境保全活動 

■環境講座（中学校対象） 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境問題の取り組みをすすめる 

自
然
環
境
を
守
り
育
て
、
潤
い
あ
る
美
し
い
ま
ち
を
つ
く
る 

自然環境を守り育てる 自然環境をまもる 

地球温暖化対策をすすめる 

公害予防対策をすすめる 

環境学習をすすめる 

環境保全活動をすすめる 

新エネルギーの活用を促進する 

環境保全活動の推進体制の整備をすすめる 
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● 施策の展開方向 

【自然環境を守り育てる】 

自然環境をまもる 

 

計画的な土地利用により貴重な自然環境や生態系の保全を図るとともに、市民が

自然に親しみ、また学ぶことができる体験・学習機会の充実を図ります。 

地球温暖化対策を

すすめる 

地球温暖化対策に市が率先して取り組むとともに、情報提供や啓発活動の充実に

より市民や事業者の主体的な取り組みを促進します。 

公害予防対策をす

すめる 

関係機関と連携し、騒音・振動・悪臭といった身近な公害及び大気や水質などの

環境調査を実施し、適切な公害予防対策を促進します。 

 
【環境問題の取り組みをすすめる】 

環境学習をすすめ

る 

自然や環境問題への関心や理解を高められるよう、学校や地域における環境学習

機会の拡大や情報提供の充実を図ります。 

環境保全活動をす

すめる 

環境保全に関するイベントを実施するなど、市民と行政が一体となった環境保全

活動を推進します。 

環境保全活動の推

進体制の整備をす

すめる 

市民が環境保全活動に主体的かつ日常的に取り組み、また市民が自ら進捗状況を

評価できる仕組みを検討します。 

新エネルギーの活

用を促進する 

地球温暖化防止のため、新エネルギーの情報収集や情報提供を推進します。また、

太陽光発電システムなどの設置に対する技術的助言や経済的支援を通じて、新エ

ネルギーの普及促進を図ります。 

 
● 関連する主な個別計画 
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目標３ 郷土に誇りと愛着が持てる、魅力あるまち 

施策３-１ 地域文化の発展と継承により郷土に誇りが持てるまちをつくる 

 

基本方針 

地域の歴史や伝統文化に関心を持ち、大切に継承していくことができるよ

う、市民と一体となって保全・活用に取り組みます。また、市民が芸術や文

化に親しみ、より主体的に地域の歴史文化を学べるような環境づくりを推進

します。 

指標名 定義 
2010（平成 22） 

年度 現況値 

2021（平成 33）

年度 目標値 

指 標 
文化協会加盟団体

の活動人数 

あま市文化協会への加

盟団体の活動人数 
2,267 人 2,600 人 

 
● 現状と課題 

本市は、甚目寺観音や蓮華寺（蜂須賀）という県内有数の寺院や各種文化財などの歴史的

資源と伝統行事や習慣などの民俗文化を数多く有しています。これらは地域の風土や生活に

根ざしたもので、市民の誇りとなるものであるとともに、観光資源としての役割も担ってい

ます。 

しかし、現代の生活様式の変化により、歴史的資源や伝統文化を継承していく仕組みの維

持が難しくなりつつあります。 

そのため、地域の歴史や伝統文化に対する市民の理解を深め、必要に応じた保護・活用に

取り組むことで、これらを次世代に継承していく仕組みを再生することが求められています。 

また、心豊かな生活を送るために、市民が芸術や文化にふれる機会を充実させたり、市民

の芸術・文化活動に対する支援を通じて、芸術や文化に親しむことのできる環境を整備して、

より主体的に地域の歴史文化を学べるようにする必要があります。 
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■甚目寺観音 

■蜂須賀蓮華寺「二十五菩薩来迎会」 ■萱津神社「香の物祭」 

■下之森八幡社「オコワ祭」 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

文化に親しむ意識と環境をつくる 

地
域
文
化
の
発
展
と
継
承
に
よ
り
郷
土
に
誇
り
が
持
て
る
ま
ち
を
つ
く
る 

歴史と伝統のある地域の歴史文化を保存継承する 歴史・文化財の保護と活用をすすめる 

伝統と歴史文化の継承と振興を支援する 

伝統産業の伝承をすすめる 

芸術や文化にふれる機会をつくる 

芸術・文化団体への支援をすすめる 

歴史・地域文化に親しむ意識をたかめる 
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● 施策の展開方向 

【歴史と伝統のある地域の歴史文化を保存継承する】 

歴史・文化財の保

護と活用をすすめ

る 

後世の市民に伝え残すべき文化遺産をみつけ文化財に指定します。また、ボラン

ティア団体などと連携して積極的な情報発信を行うことにより、観光や教育の場

における歴史・文化財の活用を図ります。 

伝統と歴史文化の

継承と振興を支援

する 

下之森八幡社での「オコワ祭」や萱津神社での「香の物祭」、蜂須賀蓮華寺での

「二十五菩薩来迎会」など様々な伝統行事を継承・振興するため、保存団体の活

動や後継者の育成を支援します。 

伝統産業の伝承を

すすめる 

伝統工芸品である七宝焼や、刷毛・刷子といった伝統産業の伝承に向け、広報啓

発活動を推進します。 

歴史・地域文化に

親しむ意識をたか

める 

市民の歴史・地域文化に対する関心を高めるため、市内の貴重な地域資源（歴史、

文化、自然）などの地域情報を盛り込んだ情報誌の発行を官民協働で推進します。

また、歴史・地域文化に親しむイベント・講演会などの充実を図ります。 

 
【文化に親しむ意識と環境をつくる】 

芸術や文化にふれ

る機会をつくる 

市民が芸術や文化にふれる機会を拡充するため、芸術・文化を鑑賞・体験する各

種イベントの開催や芸術・文化活動の発表の機会の充実を図ります。また、学校

教育や生涯学習を通じて、芸術・文化に親しむ意識を醸成します。 

芸術・文化団体へ

の支援をすすめる 

芸術・文化活動に多くの人が参加できるように、公共施設を活動や発表の場とし

て提供するなど、芸術・文化団体への支援を推進します。 

 
● 関連する主な個別計画 
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施策３-２ 生涯学習を拡充し市民の生きがいと活力を高めるまちをつくる 

 

基本方針 
市民が、生涯にわたり学習やスポーツ活動に取り組むことができるよう、活

動拠点の整備・充実、多様な学習機会の確保を図り、心身ともに健康で活力

あふれる生活を支援します。 

指標名 定義 
2010（平成 22）

年度 現況値 

2021（平成 33） 

年度 目標値 

指 標 
生涯学習講座の 

受講率 

公民館の生涯学習講座

の定員に対する受講割

合 

62.0％ 70.0％ 

指 標 
図書貸出冊数 

【美和図書館のみ】 

美和図書館の年間図書

貸出冊数 
226,623 冊 250,000 冊 

 
● 現状と課題 

科学技術の発展や国際化の進展など、社会経済情勢が急速に変化していく中で、市民一人

ひとりが活力を持ち、主体的に社会に参画していくためには、地域社会に関する様々な問題

に関心を持ち、自ら学習する姿勢が求められています。 

また、生活様式や価値観の多様化などにより、自己実現や自己啓発への関心も高まってお

り、生涯学習に対する市民のニーズもこれまで以上に多様化、高度化しています。 

そのため、生涯学習の機会や内容の拡充、拠点の整備などにより、誰もが気軽に生涯学習

に取り組むことができる環境を整備する必要があります。 

一方、活力ある生活のためには心身の健康は最も基本的なものであり、近年健康に対する

関心の高まりなどから、スポーツに対する市民のニーズも増加しています。また、生活様式

や生活環境の変化などにより、子どもの体力や運動能力の低下が懸念されており、こうした

観点からもスポーツの振興は重要性を増してきています。 

そのため、市民の誰もが気軽にスポーツに参加することができるよう、スポーツ施設の充

実や参加機会の拡大、指導者の育成などにより、生涯にわたってスポーツを楽しむことがで

きる環境の整備が求められています。 
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■生涯学習講座 

■公民館・図書館 

（美和図書館） （甚目寺公民館） 

（美和公民館） （七宝公民館） 

（七宝総合体育館） （甚目寺総合体育館） 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生涯スポーツ環境の整備をすすめる 

生
涯
学
習
を
拡
充
し
市
民
の
生
き
が
い
と
活
力
を
高
め
る
ま
ち
を
つ
く
る 

生涯学習環境の整備をすすめる 生涯学習活動拠点の整備をはかる 

多様な学習機会をととのえる 

図書館の充実と利用の促進をはかる 

スポーツ施設の充実をはかる 

スポーツに親しめる環境をつくる 

スポーツ大会などの実施促進をはかる 
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● 施策の展開方向 

【生涯学習環境の整備をすすめる】 

生涯学習活動拠点

の整備をはかる 

既存の公共施設の利用方法の見直しなどにより、生涯学習活動拠点の整備・充実

を図ります。また、市民が身近な施設で気軽に生涯学習に参加できるよう、情報

や資源の共有化など、生涯学習拠点のネットワーク形成を推進します。 

多様な学習機会を

ととのえる 

市民ニーズの把握や生涯学習に関わる人材の育成、関係する歴史・文化施設との

連携などにより、学習内容の充実を図ります。また、参加しやすい日程や場所の

設定などにより、市民が生涯学習に参加できる機会の拡充を図ります。 

図書館の充実と利

用の促進をはかる 

図書の充実や利用方法の見直しなどにより、使いやすい図書館の整備を推進しま

す。また、読書習慣の普及啓発により図書館の利用を促進します。 

 
【生涯スポーツ環境の整備をすすめる】 

スポーツ施設の充

実をはかる 

多種多様な市民のニーズに対応できるよう、体育館やグラウンドなどの充実を図

ります。また、安全かつ快適に施設を利用できるよう施設の適切な維持管理に努

めます。 

スポーツに親しめ

る環境をつくる 

日常生活の中で誰もが気軽にスポーツを楽しむことができるよう、スポーツ推進

委員の派遣による教室の開催やスポーツ団体と連携した普及啓発活動の実施など

により、一人ひとりの能力に応じたスポーツの普及振興を図ります。また、指導

者の育成や交流機会の拡大などを通じて、スポーツ団体の活動を支援します。 

スポーツ大会など

の実施促進をはか

る 

市民がスポーツに親しむ機会を増やすため、各種のスポーツ大会やイベントの充

実を図ります。 

 
● 関連する主な個別計画 
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施策３-３ 次世代を育む教育環境の整ったまちをつくる 

 

基本方針 

子どもたちの生きる力を育み、時代や地域特性にも即した特色ある教育を実

践するとともに、安全な学習環境の整備を推進し、学校教育の充実を図りま

す。 

また、学校・家庭・地域の教育力の向上と連携強化により、幼児教育の充実

や青少年の健全育成活動の展開を図り、次世代を育む教育を推進します。 

指標名 定義 
2010（平成 22） 

年度 現況値 

2021（平成 33）

年度 目標値 

指 標 
子どもが学校生活

を楽しんでいると

思っている保護者

の割合 

学校評価のアンケート

で子どもが学校生活を

楽しんでいると思って

いる保護者の割合 

85.0％ 95.0％ 

指 標 

学校生活を楽しい

と思っている児童

生徒の割合 

学校評価のアンケート

で学校生活を楽しいと

思っている児童生徒の

割合 

85.0％ 95.0％ 

 
● 現状と課題 

将来にわたって魅力的なまちでありつづけるためには、次代を担う子どもたちの健全な育

成は最も重要です。 

しかし近年、学校教育の場において、子どもたちの学習意欲や学力の低下、問題行動の増

加などが目立つようになり、確かな学力と心身の健康といった「生きる力」を育む教育が重

要となっています。加えて、社会経済情勢の変化や価値観の多様化などにより、情報教育や

外国語教育など時代に即した教育や児童・生徒一人ひとりの個性を伸ばす教育が求められる

など、様々な面で学校教育の充実に取り組む必要があります。 

また、子どもたちの育成は、学校教育だけが担うものではなく、むしろ社会のルールや人

との関わり方などの教育には、家庭や地域の役割が重要です。 

そのため、学校・家庭・地域それぞれの教育力の向上と連携により、生涯にわたる人格形

成の基礎を培う幼児教育の充実を図るとともに、青少年の健全育成に取り組み、全市が一体

となって次世代の「生きる力」を育む必要があります。 

このほか、老朽化が問題となっている学校施設の維持管理や安全な学校給食の提供など、

子どもたちが安心して学ぶことができる学習環境の充実が必要とされています。 
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      ■外国人講師による授業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ■ドリームマップ作成授業 

 
 

5,293 5,382 5,550 5,6415,565

2,258 2,362 2,386 2,478 2,477

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（人）

小学校 中学校

＊数値は旧七宝町・旧美和町・旧甚目寺町の合計 

資料：あいちの教育統計 

■市立小学校・中学校の児童・生徒数の推移 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学校教育体制を整える 

次
世
代
を
育
む
教
育
環
境
の
整
っ
た
ま
ち
を
つ
く
る 

幼児教育環境の整備をすすめる 幼児教育の支援体制をととのえる 

幼児教育をすすめる 

学校・家庭・地域社会との連携による教育をすすめる

地域に開かれた学校づくりをすすめる 

特別支援教育の充実をはかる 

教育相談センターの充実をはかる 

外国語教育の支援をはかる 

人権教育をすすめる 

青少年の健全育成をはかる 

学校教育環境の整備をすすめる 学校施設の整備をすすめる 

給食センターの統合・新設の検討をはかる 

教育・学校資材などの確保をすすめる 

青少年の健全育成活動をすすめる 

地域ぐるみによる健全育成体制をすすめる 

就学支援の充実をはかる 
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● 施策の展開方向 

【幼児教育環境の整備をすすめる】 

幼児教育の支援体

制をととのえる 

幼児を持つ家庭への情報提供や相談体制など、幼児教育の支援体制の充実を図

ります。また、保育サービスの充実や財政的支援により幼児の教育環境の整備

を推進します。 

幼児教育をすすめ

る 

保育士の資質向上などにより、幼児一人ひとりの個性に即した教育内容の充実

を図ります。 

 
 

【学校教育体制を整える】 

学校・家庭・地域社

会との連携による

教育をすすめる 

学校、家庭、市民（地域社会）、行政が共有する「あま市教育立市プラン」に

基づき、地域の特性に応じた特色ある教育に全市を挙げて取り組みます。また、

学校教育に関わる市民の発掘や登録制度の整備を通じて、学校支援関係者会

(仮称)の設置など学校と家庭、地域とが連携した教育を促進します。 

地域に開かれた学

校づくりをすすめ

る 

課外活動への支援などにより、各学校の特色ある取り組みを促進し、ホームペ

ージなどを通じて結果や計画を公表するとともに、保護者や地域の理解と協力

を得ながら学校を運営することで、地域に開かれた学校づくりを推進します。

特別支援教育の充

実をはかる 

障がいを持つ児童生徒への支援体制は学校と関係機関が連携し、特別支援教育

の充実を図ります。 

教育相談センター

の充実をはかる 

教育相談センターにおける教育相談・心理相談を推進するとともに、センター

と連携して各学校における生活指導などを支援します。また、「いじめ・不登

校対策協議会」の設置により、いじめ・不登校の防止と問題の解決を図ります。

外国語教育の支援

をはかる 

外国人ＡＬＴと邦人ＡＬＴを有効に活用し、生きた外国語の体験機会の確保や

教員の指導力向上など、外国語教育の充実を図ります。 

人権教育をすすめ

る 

児童・生徒、教職員に対する人権教育事業を実施するなど、学校における人権

教育を推進します。 

就学支援の充実を

はかる 

就学に関する各種の経済的補助や情報提供、相談体制の充実などにより、誰も

が教育を受けることができる機会の充実を図ります。 
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【学校教育環境の整備をすすめる】 

学校施設の整備を

すすめる 

児童・生徒が安心して学ぶことができるよう、適切な維持管理や設備の充実を図

ります。 

給食センターの統

合・新設の検討を

はかる 

より安全でおいしい給食を提供できるよう、既存の給食センターの統合・新設の

検討を図ります。 

教育・学習資材な

どの確保をすすめ

る 

情報機器の確保など、現在の社会経済情勢に応じた教育・学習資材の充実を図り

ます。 

 
【青少年の健全育成をはかる】 

青少年の健全育成

活動をすすめる 

学校、ボランティア団体、その他関係機関が連携し、青少年の健全育成や非行問

題に関する啓発活動を推進するとともに、青少年のボランティア活動などの社会

参加活動を促進します。 

地域ぐるみによる

健全育成体制をす

すめる 

情報提供や学習機会の提供により、家庭や地域における教育力を高めるととも

に、青少年育成に関する啓発活動を通じて、学校、家庭、地域が一体となって青

少年を育成するという意識を醸成し、地域ぐるみで青少年の健全育成に取り組む

体制を構築します。 

 
● 関連する主な個別計画 

・あま市教育立市プラン 
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目標４ 自らの力で歩み続ける、活力のあるまち 

施策４-１ 地域産業を活性し賑わいと活力あるまちをつくる 

 

基本方針 

商工業、農業、観光など各産業の振興や積極的な新産業や企業の誘致により

地域産業の活性化を図るとともに、七宝焼などの地域を代表する地場産業の

活用と新産業との連携により、地域のブランド力の向上を図ります。 

また、雇用機会の創出や就業環境の整備など、勤労者福祉の充実を促進しま

す。 

指標名 定義 
2010（平成 22） 

年度 現況値 

2021（平成 33）

年度 目標値 

指 標 
企業誘致などの

産業振興への取

り組みが満足と

思う割合 

現在のまちづくりについ

て、企業誘致などの産業振

興への取り組みが満足と

思う割合（平成 23 年２月

実施の住民意向調査より）

42.5％ 50.0％ 

 
● 現状と課題 

地方分権の進展にともない、これからの地方は地域の特性やニーズに即したまちづくりを

通じて、経済的に自立していくことが求められています。そのため、商工業、農業、観光な

ど各産業分野の振興と相互の連携により、経済基盤の強化を図るとともに、地域の活力と魅

力を高めていかなければなりません。 

本市の商業については、自家用車の普及に伴う郊外型大型店舗の立地や名古屋市など近隣

の市町村への購買力の流出により、既存の商店街など地域に密着した商業機能の衰退が進ん

でいます。こうした商業機能は地域の人と人とのつながりにおいても重要であり、担い手の

育成や地域の特性を活かした魅力ある店舗の整備などにより維持・活性化を図る必要があり

ます。工業については、事業所数（従業員４人以上）と従業者数及び製造品出荷額などはほ

ぼ横ばい傾向にありますが、中小企業の経営支援や企業間交流の促進などにより、活性化を

図る必要があります。また、経済のグローバル化により、国際的な競争力を持つ独創性のあ

る技術やサービスが求められる時代となっており、新産業や企業の誘致により、産業基盤の

刷新・高度化を図るとともに、七宝焼などの地域を代表する地場産業の活用や新産業との連

携などにより、地域のブランド力を向上させていく必要があります。 

農業については、水稲のほか都市近郊の立地を活かし野菜などの生産が盛んですが、全国

的な傾向と同様、後継者不足が課題となっています。そのため、農業の多様な担い手の育成

や規模の拡大などにより経営環境を向上させるとともに、高付加価値な農業への転換と地産
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地消の推進などにより、本市の農産物の普及拡大を図る必要があります。 

観光については、本市は甚目寺観音など県内有数の寺院や七宝焼などの地場産業といった

特徴的な地域資源を数多く有していることから、これらの有効活用が求められています。 

また、これら地域産業の振興を支えるためには、すべての労働者が働きやすい環境が必要

です。積極的な産業振興により雇用を創出するとともに、法令遵守の啓発などにより労働環

境の向上を図ることが求められています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：産業振興課 

484 488 482 484 482

547 540 533 530 521

795 785 774 744 729
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平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（人）

七宝町商工会 美和商工会 甚目寺町商工会

1,826 1,813 1,789 1,758 1,732

■七宝焼・あま市七宝焼アートヴィレッジ 

■商工会登録会員数の推移 

■刷毛・刷子 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 施策の展開方向 

【商工業を振興する】 

地域産業の振興を

はかる 

関係機関と協力して、あま市の特色ある製品・商品に関する積極的な情報発信を促

進するとともに、地域産業の課題や振興策について経営者と意見交換する場を設け

るなど、商工業の振興に向けた取り組みを推進します。 

企業・新産業などの

誘致をすすめる 

「あま市都市計画マスタープラン」や「農業振興地域整備計画」などとの整合を図

りつつ企業、官公庁、学校、研究施設などの誘致に向けた取り組みを検討します。

商工業団体との連

携をはかる 

商工会などと連携し、経営の安定化・合理化に向けた経営診断や講習会の充実を図

り、人材育成や意識改革を促進します。また、企業間交流のための環境整備や経済

的支援策の充実に向けた取り組みを協力して検討・推進します。 

地域のブランド力

をたかめる 

七宝焼などの地域を代表する産業に関する積極的な情報発信、地場産業と新産業と

が連携した特産品の開発、地場産業の経営支援策の充実などにより、地域のブラン

ド力の向上を図ります。 

 
 

農業を振興する 

地
域
産
業
を
活
性
し
賑
わ
い
と
活
力
あ
る
ま
ち
を
つ
く
る 

商工業を振興する 地域産業の振興をはかる 

企業・新産業などの誘致をすすめる 

商工業団体との連携をはかる 

地域農業の振興をはかる 

農業基盤の整備をすすめる 

農業団体との連携をすすめる 

地域のブランド力をたかめる 

地産地消の取り組みをすすめる 

勤労者福祉の体制を整える 

観光を振興する 観光振興のための環境整備をすすめる 

観光交流拠点の整備をすすめる 

就業対策の推進をはかる 

働くことを応援する 
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【農業を振興する】 

地域農業の振興を

はかる 

関係機関と協力し、ホームページなどにおける積極的な情報発信を行い、本市の農

産物の消費拡大、販売体制の強化を図ります。また、高品質・高付加価値な農業に

関する情報収集・提供や生産支援などにより、農産物のブランド化を促進し、地域

農業の振興を図ります。 

農業基盤の整備を

すすめる 

「農業振興地域整備計画」との整合を図りながら、農地や農業施設の整備、農地の

利用集積化を進め、経営規模の拡大や生産の効率化を促進します。また、遊休農地

を活用するため、実態把握と生産者への情報提供に努めます。 

農業団体との連携

をすすめる 

農業団体との連携により、農業の多様な担い手の確保・育成を推進するとともに、

農業経営の安定化や生産の高度化を支援します。 

地産地消の取り組

みをすすめる 

市民農園事業の充実を図り、生産者と消費者の交流や地産地消の普及啓発を推進し

ます。 

 
【観光を振興する】 

観光振興のための

環境整備をすすめ

る 

観光産業の情報収集、市内観光地の情報発進、各種イベントの実施など、観光振興

に関する総合的な取り組みを促進するため、あま市観光協会の設立を支援します。

観光交流拠点の整

備をすすめる 

来訪者の満足度を高めるため、観光施設の駐車場、案内看板、景観などを整備する

とともに、ボランティアガイドの育成など接客サービスの向上を支援します。また、

様々な地域資源の利活用、観光交流拠点施設の整備、観光モデルルートの設定など

により観光資源の充実を図ります。 

 
【勤労者福祉の体制を整える】 

就業対策の推進を

はかる 

地域産業の振興や新たな企業誘致を検討するとともに、近隣の公共職業安定所と連

携し、求人情報を提供します。 

働くことを応援す

る 

男女雇用機会均等法や育児・介護休業制度などの周知・啓発や各種相談窓口につい

ての情報提供も行います。 

 
● 関連する主な個別計画 

・農業振興地域整備計画 

・あま市都市計画マスタープラン 
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施策４-２ 持続的な行財政改革を推進するまちをつくる 

 

基本方針 
事務事業の改善と効率化、健全な財政運営など、持続的な行財政改革に努め、

効果的で効率的な行財政運営を進めます。また、周辺自治体との連携により、

広域的な行政展開を図ります。 

指標名 定義 
2010（平成 22） 

年度 現況値 

2021（平成 33）

年度 目標値 

指 標 行財政改革への

取り組みが満足

と思う割合 

現在のまちづくりにつ

いて、行財政改革への取

り組みが満足と思う割

合（平成 23 年２月実施

の住民意向調査より） 

56.5％ 70.0％ 

 
● 現状と課題 

長引く景気の低迷に伴う消費の落ち込みと雇用環境の悪化により、全国的に税収の落ち込

みが顕著であり、本市においても今後の税収の大きな伸びは期待できない状況です。 

一方で、少子高齢化の進展に伴う社会保障・福祉関連支出の増加、過去に借り入れた起債

の償還など、義務的経費は増加していくことが予想されており、厳しい財政状況の中で、持

続可能な行財政基盤を確立していくことが求められています。 

また、生活様式の変化や価値観の多様化などにより、従来家庭や地域が担ってきた機能に

ついても、地域社会全体で支えていくことが必要となっています。さらに、国の進める地域

主権改革により、地方はそれぞれが自立し、住民に身近な行政はできる限り地方自治体が担

うことが求められており、こうした状況に的確に対応できる組織・機構への見直し、職員の

育成なども重要な課題となっています。 

そのため、本市では平成 23 年２月に「行政改革大綱」を策定し、他の計画に先立って取

り組んでいます。今後は、「行政改革大綱」の内容を着実に推進するとともに、定期的な見

直しを行い、持続的な行財政基盤づくりに向けて取り組む必要があります。 

また、市民の日常生活圏の広がりに伴い行政に対するニーズは広域化・多様化しており、

今後の行政運営のためには、周辺自治体などとの連携が必要不可欠です。広域的な行政課題

や自治体間の共通した課題に対して効率的に対応するため、周辺自治体などとの連携を深め、

協力して課題解決に取り組んでいく必要があります。 
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あま市行政改革大綱 施策体系図

資料：あま市行政改革大綱 

■あま市行政改革大綱 

■中期財政試算 

※24 年度以降は基金繰入金を０円と想定している。 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広域行政をすすめる 

持
続
的
な
行
財
政
改
革
を
推
進
す
る
ま
ち
を
つ
く
る 

行財政改革をすすめる 行政改革大網の取り組みをすすめる 

財政の健全化をすすめる 

事務事業の見直しをすすめる 

広域連携の強化をはかる 

広域行政組織への参画をはかる 

組織・機構の見直しをすすめる 

職員の育成をすすめる 

公共施設の適正な配置と維持管理をはかる 
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● 施策の展開方向 

【行財政改革をすすめる】 

行政改革大綱の取

り組みをすすめる 

「あま市行政改革大綱」に基づき取り組みを推進します。また、取り組みの進捗状

況を適切に把握し、情報公開することで、行政改革大綱の着実な実施を図ります。

財政の健全化をす

すめる 

広告料収入の積極的確保、収納率向上対策及びコンビニエンスストア収納の導入、

都市計画税の検討、公共工事コストの縮減、市債残高の縮小など歳入歳出改革を推

進し、財政の健全化を推進します。 

事務事業の見直し

をすすめる 

事務事業点検の実施、補助金の見直し、委託・契約事務の見直しなどにより、市民

に必要なサービスを維持しつつ効率的な行政運営が可能な体制整備を推進します。

組織・機構の見直

しをすすめる 

多様化する市民のニーズや社会経済情勢の変化など、本市の直面する課題に即した

行政を目指すため、事務事業の見直しとあわせて組織・機構の見直しを進めます。

また、「あま市定員適正化計画」に基づき定員管理を行い、職制の整理などによる

組織の簡素化を図ります。 

職員の育成をすす

める 

市の求める人材を育成するため、「あま市人材育成基本プラン」に基づき職員の育

成を推進します。また、職員提案制度や人事評価制度の導入により、職員の意識改

革や市民サービスの向上を図ります。 

公共施設の適正な

配置と維持管理を

はかる 

市全体のバランスや市民の意向、財政状況に配慮しつつ、既存施設の整理、統合、

利活用について検討し、公共施設の再編を推進します。また、指定管理者制度を導

入するなど適切かつ効率的な維持管理に向けた取り組みを推進します。新たな施設

の建設や既存施設の建て替えについては、その必要性を慎重に検討します。 

 
【広域行政をすすめる】 

広域連携の強化を

はかる 

旧広域行政圏を基軸にしつつ、様々な連携体制の可能性について検討し、周辺自

治体との連携強化を図ります。 

広域行政組織への

参画をはかる 

積極的に広域行政に参画し、広域的視野でのまちづくり、効率的な行政運営、市

民のニーズに対応した行政サービスの維持向上を図ります。 

 
● 関連する主な個別計画 

・あま市行政改革大綱 

・あま市定員適正化計画 

・あま市人材育成基本プラン 

 



 

 

‐92‐ 

Ⅲ 基本計画 

基
本
計
画

目標５ 交流と連携による、一体感のあるまち 

施策５-１ 市民と育てる協働のまちをつくる 

 

基本方針 
市民協働による行政運営体制の構築、情報提供・情報公開の推進により、市

民協働によるまちづくりを進めます。 

指標名 定義 
2011（平成 23） 

年度 現況値 

2021（平成 33）

年度 目標値 

指 標 
市ホームページのア

クセス件数（月平均） 

平成 23 年４月から

12 月のホームペー

ジのアクセス件数 

（月平均） 

33,130 件 34,400 件 

 
● 現状と課題 

現在、国が中心となって推進している地域主権改革では、地域住民に身近な行政は、地方

自治体が自主的かつ総合的に広く担うとともに、地域住民が「自らの判断と責任」で地域の

課題に取り組むことが求められています。 

また、社会経済の成熟化、社会貢献意識の向上、価値観の多様化などにより、幅広い「公」

の役割をＮＰＯや企業など多様な主体が担いつつあります。 

こうしたことから、今後のまちづくりにおいては、行政や市民、ＮＰＯ、企業など地域を

構成する様々な主体が、それぞれの知恵や力、強みを活かしながら、適切な役割分担のもと

で連携・協働していくことが重要となっており、本市においても、市の一体感を醸成すると

ともに、協働のまちづくりに関する理念や情報を共有し、様々な取り組みを効率的に推進す

る仕組みを充実させる必要があります。 

また、市民協働を推進するためには、市民が自らの住む地域についての理解を深めること

が重要であることから、本市の施策や地域の現状について、広報やホームページを通じて積

極的に情報公開していく必要があります。とりわけ、ホームページは適時の情報提供が可能

であることから、内容の充実や迅速な情報発信に向けて、取り組む必要があります。 
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■ボランティア活動 

■総合計画策定市民会議 
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基
本
計
画

 
● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情報提供・情報公開をすすめる 

市
民
と
育
て
る
協
働
の
ま
ち
を
つ
く
る 

市民協働によるまちづくりをすすめる 協働によるまちづくりの市民意識をたかめる 

協働によるまちづくりの仕組みづくりをすすめる

ボランティア、ＮＰＯとの連携・支援をすすめる

行政情報開示の体制をととのえる 

ホームページでの情報提供をすすめる 

高度情報化への対応をはかる 

全市域交流イベントの取り組みをすすめる 
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基
本
計
画 

第１次あま市総合計画

 
● 施策の展開方向 

【市民協働によるまちづくりをすすめる】 

協働によるまちづ

くりの市民意識を

たかめる 

市民などと行政がともに連携して、豊かな自然を残し、歴史と文化を守り育て、

安全・安心でぬくもりのある暮らしやすいあま市を築き、さらには明るい未来を

子どもたちに残すため、「パートナーシップ条例」による協働のまちづくりを積極

的に推進します。また、ティータイムミーティングなど市長と直接意見交換がで

きる場を継続して設け、市政へ市民の意見を反映しやすい環境をつくることで、

市民が主体的にまちづくりに参加する機運を醸成します。 

協働によるまちづ

くりの仕組みづく

りをすすめる 

「まちづくり委員会（仮称）」の設置、「まちづくり提案箱」の充実、市政モニタ

ー制度の導入、出前講座の開催、パブリックコメント・市民会議・ワークショッ

プの実施、各種審議会への市民公募委員の登用推進など、まちづくりに市民の意

見を反映させることができる仕組みづくりの整備を推進します。 

ボランティア、Ｎ

ＰＯとの連携・支

援をすすめる 

ボランティア活動、ＮＰＯ活動、コミュニティ活動などに関する様々な情報を収

集提供する仕組みを構築し、各種団体のネットワーク化やリーダーの育成よる活

動の活性化や活動への市民の参加を促進します。また、各種団体の育成や活動の

支援のため、市民活動補助金制度の充実を図ります。 

全市域交流イベン

トの取り組みをす

すめる 

関係団体と連携して、合併周年事業など、あま市の一体感を醸成するイベントの

開催を検討し、実施に向けた取り組みを推進します。 

 
【情報提供・情報公開をすすめる】 

行政情報開示の体

制をととのえる 

市民が必要としている情報の把握に努め、広報やホームページにおける市の施策

や計画、市長の公務日程などの積極的な情報提供の充実を図ります。 

ホームページでの

情報提供をすすめ

る 

各課で情報の更新ができるシステムの活用による事務の効率化により、ホームペ

ージ上の情報の充実や適時の情報提供を行っていきます。 

高度情報化への対

応をはかる 

市民サービスの向上や行政事務の効率化を図るため、高度情報システムを活用し

た安全な情報通信環境の整備について検討します。 

 
● 関連する主な個別計画 

・パートナーシップ条例 
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Ⅲ 基本計画 

基
本
計
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施策５-２ お互いの人権を尊重する共助のまちをつくる 

 

基本方針 
すべての市民がお互いを尊重し、思いやりの心にあふれた、自由かつ平等で

公正な社会の実現を目指し、人権教育や啓発、相談事業などの充実を図りま

す。同時に、男女共同参画を促進する施策を推進します。 

指標名 定義 
2010（平成 22） 

年度 現況値 

2021（平成 33）

年度 目標値 

指 標 
人権啓発研修（講

演会）の参加人数 

市民が人権問題に関心

を持ち、人権尊重の意識

向上のために、研修（講

演会）に参加した人数 

500 人 700 人 

指 標 
各審議会等への女

性委員の登用率 

各審議会等への女性委

員の登用率 
32.4％ 40.0％ 

 
● 現状と課題 

「人権」とは、「すべての人々が生命と自由を確保し、それぞれの幸福を追求する権利」

あるいは「人間が人間らしく生きる権利で、生まれながらに持つ権利」であり、誰にとって

も身近で大切なもの、日常の思いやりの心によって守られるものです。一人ひとりが人権を

自分の問題として受け止め、お互いに認め合い、思いやり、助け合い、すべての市民の共創

により、あらゆる人の人権が尊重される社会の現実をめざしていかなくてはいけません。 

しかし、私たちのまわりには「偏見」や「いじめ」、「差別」といった人権にかかわる様々

な問題があり、さらには、情報化の進展など社会情勢の変化により、インターネットを悪用

した中傷など、新たな課題も発生しています。 

また、本市では、男性も女性もお互いの人権を尊重し、性別にかかわりなく、個性と能力

を十分に発揮し、社会のあらゆる分野における活動に参画できる男女共同参画社会の形成を

目指していますが、家庭、学校、地域、職場など、社会の様々な分野で性別による固定的な

役割分担意識やそれに基づく社会通念、慣習が根強く残っており、男女が平等に社会に参画

するには多くの課題が残されています。 

今後は、人権尊重や男女共同参画の意識と理解を持ち、日々の生活で実践できるよう、あ

らゆる場で教育・啓発するとともに、相談支援体制の充実を図る必要があります。 
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資料：H22 年度人権に関する市民意識調査結果

■男女共同参画に関する市民意識 

■人権啓発活動 

問46．「男は仕事、女は家庭」という考え方について（％）

全体(N=1774)

わからない

7.6%

どちらかといえば

まちがった考えと思う

26.8%

まちがった考えと思う

16.5%

どちらかといえば

そう思う

37.1%

そう思う

8.3%

無回答

3.7%

問40．人権が尊重される社会実現に向けた必要と思う取り組み（％）

全体(N=1774)
44.8 43.1

31.8 31.0
26.6

23.7

14.6

1.7 2.7

10.2
4.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

一
人
ひ
と
り
が
自
分

の
人
権
意
識
を
高
め

る
よ
う
に
努
め
る　

幼
稚
園
・
保
育
園
、

学
校
な
ど
に
お
い
て

人
権
教
育
（
保
育
）

を
充
実
さ
せ
る　
　

社
会
的
に
弱
い
立
場

に
あ
る
人
を
救
済
、

支
援
し
て
い
く　
　

人
権
に
か
か
わ
り
が

あ
る
職
場
に
勤
め
る

人
の
人
権
意
識
を
高

め
る
（
※
）　
　
　

人
権
意
識
を
高
め
る

た
め
の
啓
発
を
充
実

さ
せ
る　
　
　
　
　

社
会
に
見
ら
れ
る
不

合
理
な
差
別
を
解
消

さ
せ
る
た
め
の
施
策

を
充
実
さ
せ
る　
　

人
権
侵
害
に
対
す
る

法
的
規
制
を
強
化
す

る　
　
　
　
　
　
　

そ
の
他

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

※行政職員、教職員、医療・福祉関係者、警察官、消防士など

資料：H22 年度人権に関する市民意識調査結果

（複数回答） 

■人権に関する市民意識 
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基
本
計
画

 
● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

男女共同参画をすすめる 

お
互
い
の
人
権
を
尊
重
す
る
共
助
の
ま
ち
を
つ
く
る 

人権を尊重する地域社会を築く 人権施策を総合的・計画的にすすめる 

人権教育・啓発をすすめる 

人権相談体制の充実をはかる 

男女共同参画の理解をたかめる 

政策などの立案及び決定への共同参画をすすめる

男女共同参画推進体制の充実をはかる 

人権施策推進体制の充実をはかる 
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● 施策の展開方向 

【人権を尊重する地域社会を築く】 
人 権 施 策 を 総 合

的・計画的にすすめ

る 

「人権尊重のまちづくり条例」及び「人権尊重のまちづくり行動計画」に基づき、

市が実施するすべての施策に人権尊重の視点を取り入れ、施策の総合的・計画的な

推進を展開し、人権が尊重されるまちづくりを目指します。 

人権教育・啓発をす

すめる 

市民一人ひとりの人権が尊重される社会を実現するため、市民が参加しやすい講演

会や研修会、イベントを実施するなど、人権課題に対する正しい理解や行動をはぐ

くむ教育・啓発活動の推進を図ります。 

人権相談体制の充

実をはかる 

人権擁護委員による人権相談所の活動支援とともに、市民が安心して気軽に相談で

き問題を解決することができるよう、相談窓口を充実するとともに、相談体制のネ

ットワーク化を図ります。 

人権施策推進体制

の充実をはかる 

人権施策推進本部において、関係部局相互の連絡調整を図り、横断的・総合的に人

権施策を推進します。また、法務局や人権擁護委員などの関係機関との連携を強め、

推進体制の充実に努めます。 

 
【男女共同参画をすすめる】 

男女共同参画の理

解をたかめる 

男女が互いに思いやりをもち、認め合いながら個性と能力を活かした多様な生き方

ができるようセミナ－や講演会を開催し、「男女共同参画推進条例」に謳われてい

る男女共同参画の理念に対する理解が深まるよう意識啓発や情報提供を行ってい

きます。 

政策などの立案及

び決定への共同参

画をすすめる 

研修会やワ－クショップを通じて、女性自身が政策などの立案・決定過程に参画す

る意欲と能力を高め、また女性の参画の必要性について理解を深めていけるよう取

り組みます。 

男女共同参画推進

体制の充実をはか

る 

「男女共同参画推進プラン（仮称）」を策定し男女共同参画に関する施策を総合的

かつ計画的に推進していくため、関係機関と連携を図り、あらゆる分野において施

策が反映されるよう努めます。また、市の施策を審議、検討するため男女共同参画

審議会を設置します。 

 
● 関連する主な個別計画 

・人権尊重のまちづくり条例 

・人権尊重のまちづくり行動計画 

・男女共同参画推進条例 

・男女共同参画推進プラン（仮称） 
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施策５-３ 多様な交流による共創のまちをつくる 

 

基本方針 
地域組織間のネットワーク化、地域文化交流イベントの開催、国際交流・国

際教育の推進など、地域の活力を高める多様な交流を促進します。 

指標名 定義 
2010（平成 22）

年度 現況値 

2021（平成 33） 

年度 目標値 

指 標 
地域間交流や国

際交流への取り

組みが満足と思

う割合 

現在のまちづくりについ

て、地域間交流や国際交流

への取り組みが満足と思

う割合（平成 23 年２月実

施の住民意向調査より） 

67.6％ 80.0％ 

 
● 現状と課題 

少子高齢化の進展、価値観の多様化、生活様式の変化などにより、地域住民相互の交流機

会は減少し、地域の連帯感は益々希薄になっています。また、本市は合併してからの時間も

短く、地域間交流の基盤も十分に形成されているとはいえない状況にあります。 

そのため、町内会やボランティア団体など、既存の市民活動団体の活動支援や交流機会の

拡大を通じて、地域組織間のネットワーク化を進め、地域や世代を超えた様々な交流を促進

する必要があります。 

また近年、全国的に外国人数が減少傾向にありますが、今後のまちづくりおいて、多文化

共生社会の形成が重要となっています。 

本市では、国際交流事業を通じて国際理解を深め、市民と多様な文化背景を持つ外国人が

ともに安心して暮らせるまちづくりを目指しています。そのためにも多文化共生社会の形成

に向けた啓発活動などを強化していく必要があります。 

1,861
2,012 1,945

1,737
1,550

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

（人）

＊数値は旧七宝町・旧美和町・旧甚目寺町の合計

資料：愛知県内の外国人登録者数の状況（愛知県地域振興部） 

■外国人登録者数の推移 ■国際交流事業 
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● 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 施策の展開方向 

【地域間交流をすすめる】 

地域間交流の基盤

をつくる 

町内会やボランティア活動団体などのネットワーク化を進め、情報交換や交流の

活性化を促進することで、様々な市民が交流できる基盤づくりを推進します。 

地域間交流事業を

すすめる 

学校、地域、各種団体と連携して地域間交流イベントを開催し、地域間や世代間

の交流を促進し、本市の一体感を醸成します。 

 
【多文化共生をすすめる】 

多文化共生の環境

整備をはかる 

市民が多様な文化的背景を理解し、国際交流事業に積極的に参加することができ

るよう、関係機関と連携して様々な情報提供や意識啓発、人材育成を推進します。

また、外国人が安心して暮らせるよう情報提供や相談体制の充実を図ります。 

国際交流事業をす

すめる 

日本人市民と外国人市民がともに安心して暮らせるまちづくりを推進するため、

あま市国際交流協会やボランティア団体などと連携して、様々な国際交流事業を

推進します。 

 
● 関連する主な個別計画 

 
 
 
 
 
 

多文化共生をすすめる 

多
様
な
交
流
に
よ
る
共
創
の
ま
ち
を
つ
く
る 

地域間交流をすすめる 地域間交流の基盤をつくる 

地域間交流事業をすすめる 

多文化共生の環境整備をはかる 

国際交流事業をすすめる 
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資料編 

資
料
編 

総合計画策定体制 
 
 
 

 

市  長 

 

総合計画審議会 

総合計画策定市民会議 

（公募の市民委員等で構成） 

住民意向調査の実施 

パブリックコメントの実施 

ふれあいミーティングの実施 

（市民との直接対話） 

市民意見の反映 

庁内策定体制 

市 議 会 

総合計画策定委員会 

（副市長、部長、課長等で構成）

総合計画策定担当者作業部会 

（課長をリーダーとして、全職

員が参加。各課に主任企画員を

配置） 

報

告 

調

整 

意見

提案

諮問 

答申

報

告 

 意
見 

事務局（企画政策課） 

報 

告
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第１次あま市総合計画

総合計画策定の経緯 
 

年 月 日 区 分 内 容 

平成 23 年 
2 月 1 日～ 
2 月 14 日 

住民意向調査 
あま市の行政運営の指針となる総合計画の策定に
必要な住民意向調査を、市民 4,000 人に対し実施

7 月 1 日 第１回総合計画策定委員会 
総合計画策定の趣旨、目的、推進体制、スケジュ
ール、各課担当への作業依頼を説明 

7 月 24 日 第１回総合計画策定市民会議
あま市の将来イメージやあま市の良い点、悪い点
の検討 

7 月 25 日 第１回総合計画審議会 
総合計画についての諮問、委嘱状の公布、総合計
画策定方針について 

8 月 1 日 第２回総合計画策定委員会 
総合計画基本構想（素案）の修正・追加、旧町総
合計画の目標・計画の検証作業依頼 

8 月 7 日 第２回総合計画策定市民会議 まちづくりのアイデア（施策、事業）の検討 

8 月 18 日 第２回総合計画審議会 
総合計画基本構想（現況、基本課題、将来像、人
口フレーム、基本目標）について 

9 月 1 日 第３回総合計画策定委員会 
総合計画基本構想（素案）の報告、総合計画基本
計画（素案）の修正・追加作業依頼 

9 月 30 日 第３回総合計画審議会 
総合計画基本構想（前回の意見反映）及び基本計
画（各施策の基本方針、現状と課題、施策の体系）
について 

10 月 2 日 第３回総合計画策定市民会議
「市民だけでできること」、「行政と一緒にできる
こと」の検討 

10 月 21 日 第４回総合計画策定委員会 
総合計画基本計画に基づき各課が実施する事業に
ついてヒアリング実施依頼 

10 月 21 日 第４回総合計画審議会 
総合計画基本構想（市民会議を踏まえた課題、土
地利用計画）及び基本計画（各施策の数値指標、
施策の展開）について、市民会議提言書の受理 

11 月 14 日 第５回総合計画審議会 
総合計画基本構想（確定）及び基本計画（前回の
意見反映）について 

11 月 25 日 全体協議会 総合計画策定の報告 

12 月 5 日～ 
平成 24 年 
1 月 4 日 

パブリックコメント あま市ホームページ等で意見募集 

1 月 25 日 第６回総合計画審議会 パブリックコメントの結果報告、総合計画の答申

2 月 8 日 全員協議会 総合計画策定の最終報告 
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総合計画審議会条例 
 

 
   あま市総合計画審議会条例 

 (設置) 

第１条 市の総合計画を策定するため、あま市総合計画審議会（以下「審議会」という。）

を置く。 

 (任務) 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、市の総合計画に関し必要な調査及び審議を行う。 

 (組織) 

第３条 審議会は、委員２０名以内をもって組織する。 

２ 委員は、市議会議員、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱

する。 

 (会長及び副会長) 

第４条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 (任期) 

第５条 委員は、当該諮問に係る調査審議が終了したときは、解嘱されるものとする。 

 (会議) 

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。ただし、初回の会議について

は、市長が招集する。 

２ 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

 (意見の聴取等) 

第７条 審議会は、特に必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、そ

の者に説明を求め、又は意見を聴くことができる。 

 (庶務) 

第８条 審議会の庶務は、企画財政部企画政策課において処理する。 

 (雑則) 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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諮問及び答申 
 

２ ３ あ 企 第 ７ ４ 号 

平 成 ２ ３ 年 ７ 月 ２ ５ 日 

  あ ま 市 総 合 計 画 審 議 会 会 長 様 

 

                     あま市長 村 上  浩 司 

 

あ ま 市 総 合 計 画 に つ い て （ 諮 問 ） 

 

今後のあま市の進むべき方向とそれを実現するための方策を明らかにする 

第一次あま市総合計画の策定について、調査、審議くださるよう諮問いたし 

ます。 

 

担 当 企画財政部 企画政策課 

電 話 052‐444‐1712（直） 

F A X 052‐444‐0982 

E‐mail    kikaku@city.ama.lg.jp 

 

平成２４年１月２５日 

  あま市長 村 上 浩 司 様 

 

あま市総合計画審議会 

                          会 長  加 藤 哲 男 

 

   あ ま 市 総 合 計 画 に つ い て （ 答 申 ） 

 

平成２３年７月２５日付け２３あ企第７４号で本審議会に諮問されました 

第１次あま市総合計画については、合併後の新市のまちづくりの計画である 

「新市基本計画」を尊重するとともにこれを補強し、さらに総合的・体系的 

な計画とするため、あま市が提示した素案をもとに、専門的な見地や市民と 

しての視点で積極的な討議を重ね、慎重に審議をした結果、あま市の新たな 

まちづくりの指針として適切であるとの結論を得ましたので、ここに答申し 

ます。 

 なお、計画の実施にあたっては、市民の理解と協力が不可欠であることか 

ら、今後のあらゆる機会を通じ、市民との相互理解と信頼を深めつつ、行政 

としての指導性のもとにあま市発展のための一層の努力を期待します。 

  本審議会及びあま市総合計画策定市民会議からの提案が今後の市政に十分 

生かされるよう配慮するとともに、的確な進行管理を行い、効果的かつ効率 

的な市政運営に努められることを切に要望します。 
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総合計画審議会委員名簿 
 

（五十音順） 

No. 委 員 氏 名 備 考 

1  青木 精三 あおき せいぞう 社会福祉法人あま市社会福祉協議会会長 

2  伊藤 嘉規 いとう よしのり あま市議会議長 

3  片岡 美和子 かたおか みわこ あま市民生委員 

4  加藤 節子 かとう せつこ あま市ボランティア連絡協議会会長 

5  加藤 哲男 かとう てつお 名古屋産業大学 環境情報ビジネス学部教授

6  木邨 節 きむら たかし あま市農業委員会会長 

7  後藤 輝男 ごとう てるお 甚目寺町商工会会長 

8  佐藤 敬治 さとう けいじ パートナーシップ条例策定委員会委員長 

9  鈴木 修 すずき おさむ あま市老人クラブ連合会会長 

10  曽我 和子 そが かずこ あま市心身障害児者保護者会会長 

11  二ノ宮 鉃弥 にのみや てつや あま市教育委員会委員長 

12  服部 紀夫 はっとり みちお 保護司 

13  原 絹代 はら きぬよ 元合併協議会委員 

14  村上 千代子 むらかみ ちよこ あま市女性の会会長 

15  横橋 俊一 よこはし しゅんいち あま市行政改革推進委員 

16  渡邉 剛 わたなべ つよし 総合計画策定市民会議会長 
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総合計画策定市民会議設置要綱 
 
 

あま市総合計画策定市民会議設置要綱  

(設置)  

第１条 あま市総合計画の策定にあたり、あま市総合計画策定市民会議（以下「市民

会議」という。）を設置する。  

(任務)  

第２条 市民会議は、総合計画の基本構想に関すること、基本計画に関することやそ

の他総合計画の策定に関し必要な事項について意見交換をするものとする。  

(組織)  

第３条 市民会議の委員は、25名以内で組織する。  

２ 委員は、市民会議委員として適格であると認められる者のうちから、市長が委嘱

する。  

(会長及び副会長)  

第４条 市民会議に会長及び副会長を置く。  

２ 会長は、委員の互選により選出し、副会長は会長の指名により決定するものとす

る。  

３ 会長は、会務を総理し、市民会議を代表する。  

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。  

(任期)  

第５条 委員の任期は、委嘱の日からあま市総合計画策定が策定される日までの間と

する。  

(会議)  

第６条 市民会議は、会長が招集し、その議長となる。ただし、初回の会議について

は、市長が招集する。  

2 市民会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。  

(庶務)  

第７条 市民会議の庶務は、企画財政部企画政策課において処理する。  

(雑則)  

第８条 委員への報酬、旅費等の支給は行わない。  

２ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

 
附 則  

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
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総合計画策定市民会議委員名簿 
 

（五十音順） 

No. 委 員 氏 名 備 考 

1  阿部 紀男 あべ のりお  

2  大西 純滋 おおにし じゅんじ  

3  大脇 亜由美 おおわき あゆみ  

4  奥田 義則 おくだ よしのり  

5  加藤 正 かとう ただし  

6  川尻 百合子 かわじり ゆりこ  

7  鬼頭 登 きとう のぼる  

8  木村 眞知子 きむら まちこ  

9  粂野 正志 くめの まさし  

10  坂部 裕子 さかべ ゆうこ 副会長 

11  佐久間 浩平 さくま こうへい  

12  寺澤 直樹 てらざわ なおき  

13  中島 美咲 なかしま みさき  

14  野村 彩香 のむら あやか  

15  蜂須賀 雪代 はちすか ゆきよ  

16  日置 義照 ひおき よしてる  

17  宮地 江理子 みやち えりこ  

18  安田 育江 やすだ いくえ  

19  安田 晴紀 やすだ はるき  

20  山中 彩友厘 やまなか さゆり  

21  渡邉 剛 わたなべ つよし 会長 

 



 

 

‐111‐ 

資
料
編 

第１次あま市総合計画

総合計画策定市民会議開催状況 
 
 

回数 開催日時 開催場所 テーマ 

第１回 

平成 23 年 

7 月 24 日（日） 

 

10:00～12:00 

甚目寺庁舎 

２階大会議室 

テーマ：あま市の特徴を考えよう！ 

 

○あま市の将来イメージを考えまし

ょう。また、あま市の良い点、悪い点

を考えましょう。 

第２回 

平成 23 年 

8 月 7 日（日） 

 

10:00～12:00 

あま市役所本庁舎

２階大ホール 

テーマ：「まちづくりのアイデア」を

持ち寄ろう！ 

 
○あま市の良い点、悪い点に対応する

まちづくりのアイデア（施策、事業）

を考えてみましょう。 

第３回 

平成 23 年 

10 月 2 日（日） 

 

10:00～12:00 

あま市役所本庁舎

２階大ホール 

テーマ：市民会議の提案をとりまとめ

よう！ 

 
○まちづくりのアイデア（施策、事業）

に対して「市民だけでできること」、

「行政と一緒にできること」を考えて

みましょう。 
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総合計画策定市民会議の提案内容 
 

第１回市民会議で話し合った将来イメージは、下記のとおりです。 

次頁以降は、分野別のあま市の良い点、悪い点、まちづくりのアイデア、市民の役割

などについて会議で出された意見について、分野ごとに提案内容を整理します。 
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用語集 
 
 

用 語 解 説 

アクションプラン 具体的な行動計画。 

アクセス 接近すること。 

Ｉ.Ｃ（インターチェンジ） 高速道路等の出入り口。 

ＡＬＴ 

Assistant Language Teacherの略で、教育委員会や学校で

外国語担当指導主事または外国語担当教員等の助手と

して職務に従事する外国語指導助手のこと。 

ＮＰＯ 

Non Profit Organizationの略で、民間非営利組織を意味す

る。医療・福祉、環境、文化・芸術、スポーツ、まちづ

くり、国際協力・交流、人権・平和、教育、男女共同参

画などの分野における非営利活動を行う民間組織のこ

と。ＮＰＯ法に基づき法人格を取得する組織もある。 

エリアメール 
地震速報や津波などの警報、避難指示などの災害情報を

特定のエリアの携帯電話に一斉送信するメール。 

「あ行」 

温室効果ガス 
二酸化炭素・メタン・亜酸化窒素・フロンなど、地球に

温室効果をもたらすガスのこと。 

 
 

用 語 解 説 

感染症 

環境中（大気、水、土壌、動物（人も含む）など）に存

在する病原性の微生物が、人の体内に侵入することで引

き起こす疾患。 

幹線道路 一般的に、交通の流動が多く、重要度が高い道路のこと。

救急告示医療機関 
厚生労働省の「救急病院等を定める省令」(64年)に基づ

いて都道府県知事が認定した医療機関。 

「か行」 

拠点 活動の足場となる重要な地点のこと。 
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公害 

事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわ

たる大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、

地盤の沈下及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に

係る被害が生ずること。 

公共下水道 

下水道法に規定されるもので、市街地における下水（雨

水、汚水）を排除し、処理する施設のこと。市町村が設

置・管理する単独公共下水道と、県が設置・管理する流

域下水道といい、あま市では、日光川下流流域下水道の

整備計画がある。 

交通結節点 

異なる（又は同じ）交通手段を相互に連絡する乗り換え・

乗り継ぎ施設。移動の一連の動きの中での、「つなぐ空

間」と「たまる空間」としての役割。 

コーディネート 各部と調整し、全体をとりまとめること。 

コーホート要因法 

人口の推計手法の一つ。コーホートとは、同年（または

同期間）に出生した集団のことをいい、コーホート要因

法とは、その集団ごとの時間変化（出生、死亡、移動）

を軸に人口の変化をとらえる方法のこと。 

国勢調査 

日本に居住する全ての人を対象とする、国の最も基本的

な統計調査で、国内の人口や世帯の実態を明らかにする

ため、５年ごとに行われる。 

ゴミゼロ運動 

５月30日（語呂合わせ）に、街中のゴミを拾い歩く運動

として始められ、現在では全国に広がっている。あま市

においても、あま市530（ゴミゼロ）運動推進連絡会（市

民団体）が発足するなど、毎年実施されている。 

コミュニティ 
共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域や、人々

の集団のこと。 

 
 

用 語 解 説 「さ行」 

三位一体の改革 

国が進める構造改革の柱の一つであり、国と地方の役割

分担を見直し、地方の裁量による自由度の高い地方行財

政の実現を図るための改革。「国庫補助金改革」、「税

源移譲」、「地方交付税見直し」の３つの改革からなる。
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市街化区域 

都市計画区域のうち、すでに市街地を形成している区域

および概ね10年以内に優先的・計画的に市街化を図るべ

き区域のこと。愛知県の場合、都市計画区域のすべてが、

市街化区域または市街化調整区域（下述）に分類される。

市街化調整区域 
都市計画区域のうち、市街化の抑制を図るべき区域のこ

と。 

自主財源比率 
歳入総額に対する自主財源（地方公共団体が自主的に収

入できる 財源）の割合を示す指標。 

自主防災組織 
自主的な防災活動を実施することを目的として、学区、

町内会、自治会等を単位として組織されるもののこと。

市民協働 
市民と行政とが対等のパートナーとして、地域の公共的

課題の解決に向けて共に考え、協力して行動すること。

循環型社会 

限りある資源の有効活用やごみの減量化、再資源化が図

られ、環境への負荷の少ないライフスタイルを実現する

社会。 

情報集約システム 
市民と行政とが対等のパートナーとして、地域の公共的

課題の解決に向けて共に考え、協力して行動すること。

新エネルギー 

技術的に実用化段階に達しつつあるが、経済性の面から

普及が十分でないもので、石油に代わるエネルギーの導

入を図るために特に必要なもの。 

新型インフルエンザ 

季節性インフルエンザと抗原性が大きく異なるインフル

エンザであって、一般に国民が免疫を獲得していないこ

とから、全国的かつ急速なまん延により国民の生命およ

び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められる

もの。 

生活習慣病 
食生活や喫煙、飲酒、運動不足など生活習慣との関係が

大きい病気のこと。 

生態系 

食物連鎖などの生物間の相互関係と、生物とそれを取り

巻く無機的環境の間の相互関係を総合的に捉えた生物社

会のまとまりを示す概念。 

セーフティー 安全、安全性。 
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用 語 解 説 

太陽光発電システム 

太陽の光エネルギーを直接電気に変換し、発電時に地球

温暖化の原因となるCO２などを発生しないクリーンな

システム。 

団塊の世代 

第１次ベビーブーム世代（1947～1949年生まれ）、ま

たは第２次世界大戦後の1951年ごろまでに生まれた世

代。他世代に比較して人数が多いことからいう。 

男女共同参画 
男女が性別にとらわれることなく社会の構成員としてあ

らゆる分野に参画すること。 

治水 河川の氾濫を防ぎ、運輸・かんがいの便をはかること。

長寿命化 
構造物が持つ資産価値としての維持（向上）や便益を確

保していくための取り組み。 

低・未利用地 

その場所にふさわしい利用がなされていない土地のこ

と。特に、市街化区域内に位置しながら、建築物の立地

など、都市的な利用が図られていない土地（田、畑、山

林等）を指す。 

都市基盤 
道路、公園、水路等の日常生活・都市活動の基盤となる

施設のこと。 

都市計画 
土地利用や、都市施設（道路、公園等）の整備、防災等

についての計画のこと。 

「た行」 

都市計画道路 

都市計画法による一定の手続きを経て計画決定される道

路のこと。都市計画決定された路線の区域内では、円滑

な施設整備のために一定の建築制限が適用される。愛知

県内の都市計画道路は、その機能に応じて、自動車専用

道路、主要幹線道路、都市幹線道路、地区幹線道路、補

助幹線道路に区分されている。 
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用 語 解 説 

ニーズ 要求、需要のこと。 

ネットワーク 個々のつながり、網状に広がる様子のこと。 

「な行」 

農業振興地域 

農振法に基づき、農業の振興を図ることが必要であると

認められる地域として、都道府県知事が指定するもの。

農業振興地域内では、その主旨に沿った利用がなされて

いないものについて、勧告の対象となる。 

 
 

用 語 解 説 

パートナーシップ 

市民、団体、企業、行政機関など、異なる性格を有する

組織・集団がそれぞれ固有の機能を提供しながら、対等

の立場で協力し合うこと。協力しながら働くという意味。

協働。 

ハザードマップ 
地震、水害等の自然災害の被害を予測し、その被害範囲

を示した図面のこと。 

パブリックコメント 

行政機関が政策の立案等を行う際にその案を公表し、こ

の案に対して広く住民・事業者から意見や情報を収集す

る機会を設け、提出された意見等を考慮して最終的な意

思決定を行う方法。 

バリアフリー 
障害者や高齢者の生活に不便な障害（道や床の段差等）

を取り除こうという考え方のこと。 

ベッドタウン 
大都市の周辺に位置する住宅都市。住民の大部分が大都

市に通勤し、夜だけ帰ってくるところからいう。 

防災カレッジ 

自主防災組織等に参加している地域住民を対象として、

防災の知識を得るための講座。 

防災リーダー養成の一環。 

「は行」 

ボランティア 
自発的に自由意思でなんらかの奉仕行為などを行うこ

と。 
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用 語 解 説 「ま行」 

マタニティ 妊婦の-。出産の-。 

 
 

用 語 解 説 「や行」 

優良農地 
集団的に存在する農地や農業生産基盤整備事業の 対象

となった農地等の良好な営農条件を備えている農地。 

 
 

用 語 解 説 

ライフスタイル 

生涯の生活設計に沿った生活様式のこと。衣食住に限ら

ず、人生観、人との付き合い方、仕事のやり方、余暇の

過ごし方など、全ての生活感覚がまとまって生活様式を

つくっている状態。 

「ら行」 

リサイクル 廃物や不要なものを再利用すること。 

 
 

用 語 解 説 「わ行」 

ワークショップ 

学びや、問題解決等のための会議手法の一つ。一般的に

は、参加者が自発的に作業や発言を行える環境が整った

場において、ファシリテーターと呼ばれる司会進行役を

中心に、参加者全員が体験するものとして運営される形

態を指す。 

 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人・歴史・自然が綾なす セーフティー共創都市“あま” 

第１次あま市総合計画 2012 2021 

平成 24 年３月発行 

発 行：あま市 

    〒490-1292 愛知県あま市木田戌亥 18 番地 1 

    TEL 052-444-1001〈代表〉 

編 集：あま市 企画財政部 企画政策課 



 

 

 

 



 

 

 
 


